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要約 
 エネルギーへの安定的なアクセスは、人々の生活の質を左右する基盤であり、先進国・

途上国を問わず持続可能な発展に不可欠である。日本はこれまでも、ケニアをはじめサブ

サハラ・アフリカ(SSA)で電力アクセス拡大や再生可能エネルギー導入を支援してきた。

本研究は、この日本の支援実績を背景に、ケニアを事例として電力アクセス拡大が多次元

的な貧困の削減に与える影響を、理論・計量・現地調査の三側面から統合的に検証し、包

摂的かつ持続可能な電化政策の方向性を示すことを目的とする。 

 理論分析では、電力資本を組み込んだ拡張ソロー型成長モデルを構築し、政策が電力資

本の蓄積を通じ電力アクセス率を上昇させる第 1段階と、電力資本蓄積による生産性・人

的資本向上を通じて広義の所得を改善する第 2段階という二段階メカニズムを定式化し

た。この仕組みは、実証分析において政策の間接効果を検証するための基礎モデルとして

位置づけられる。 

 マクロ計量分析では、WDI(2000〜2023)に基づく SSA 48 カ国パネルで固定効果・分布ラ

グを用いて推定した結果、電力アクセスの上昇は中期的に家計支出と教育成果を有意に改

善させる一方、短期には投資負担に伴う抑制が生じうることが示唆された。 

 ミクロ計量分析では、KIHBS 2005/06・2015/16および KCHS 2020〜2022 を用い、傾向ス

コアマッチング（PSM）と Staggered DID で平均処置効果（ATT）を推定した。電化世帯は

未電化世帯に比べ成人一人当たり支出が約 13％高く、初等教育在学率が約 7ポイント上昇

した。RIF-DID により効果は中下位所得層で強く、格差縮小に資する可能性が確認され

た。農村部では照明・通信の改善が家事時間短縮・学習時間確保・就業機会拡大を通じて

女性・子どもに波及することが示された。 

 2025 年 8月の Nyandarua 県 Kinangop地域での現地調査では、電化世帯で夜間学習時間

が平均 1.8時間増加し、携帯・ラジオ等を介した情報アクセスが拡大。一方、未電化世帯

では灯油・キャンドル依存に伴う健康被害と支出の不安定化、頻発する停電や料金負担の

高さが主要制約として確認された。これらの知見は、理論で提示した二段階メカニズムと

計量結果を現場レベルで裏づける。 

 政策評価では、本文で提示した二つの課題（A）農村ソーラーパネル市場の質・価格の

問題と、(B)送配電ロスおよびピーク時断続停電に対応する手段として、(Ⅰ)民間投資を

呼び込むリスク緩和ファシリティ政策（Risk Mitigation Facility: RMF）、（Ⅱ）需要

平準化のための時間帯別料金制度（Time-of-Use: TOU）を取り上げ、固定効果モデルおよ

び合成コントロール法（SCM）で効果を検証した。比較事例に基づく推計では、RMF政策の

導入は農村電力アクセス率を最大で約 24ポイント押し上げ、TOU 制度の導入は送配電ロス

率を最大で約 5.5 ポイント改善させうる可能性が示唆された。統計的有意性や前処置適合

に留意しつつ、プラセボ・MSPE 比による頑健性確認を行った。 

 以上を総合すると、電力アクセスの拡大は所得・教育・健康を通じて農村の生活基盤を

底上げし、社会的包摂に実質的な効果を持つ。政策含意として、本研究は段階的アプロー

チを提案する。すなわち、第 1段階で RMF政策により初期投資リスクを軽減し「アクセス

を広げる」。第 2段階で TOU 制度の需要側管理により「効率的に使う」仕組みを整える。

日本の地熱・送配電支援やスマートメーター・配電デジタル化への協力は、この二段階を

下支えする国際協力として再評価される。 

 本研究の独自性は、(ⅰ)電力アクセスの因果効果を、マクロ（SSA48 カ国）とミクロ
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（ケニア世帯調査）推定し、さらに電力アクセスの恩恵が特にどの所得層で顕著かを定量

的に示しした点。(ⅱ) 政府の質・再エネ政策・料金補助制度など制度的要因を組み込ん

で分析を行い、電化効果を左右する政策環境を特定した点。(ⅲ) 現地フィールド調査を

実施し、定量分析では捉えにくい生活実態を補足的に把握した点である。以上により、電

力アクセスの影響を統合的に捉え、持続可能かつ包摂的な政策を選定し、ケニアの包摂的

で持続可能な発展と日本の国際協力実践の双方に資する実証的知見を提供する。 

目次 
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略語一覧 

略称 正式名称 解説 

EPRA 
Energy and Petroleum 

Regulatory Authority 

ケニアのエネルギー・石油規制庁。電力・石油・再生可

能エネルギー・エネルギー効率化など、エネルギー関連

分野全体の規制と監督を担う独立行政機関。 

FIT Feed-in Tariff 
固定価格買取制度。再生可能エネルギーによる発電を一

定価格で長期的に買い取る制度。 

HDI Human Development Index 
人間開発指数。所得・教育・健康の 3要素から算出され

る人間開発の総合指標。 

IEA 
International Energy 

Agency 

国際エネルギー機関。先進国を中心とするエネルギー協

力機関で、エネルギー安全保障や脱炭素政策を主導す

る。 

IMF 
International Monetary 

Fund 

国際通貨基金。加盟国の経済安定化支援や政策助言、融

資を行う国際機関。 

IPP 
Independent Power 

Producer 

独立系発電事業者。政府や公営電力会社以外に、民間資

本で発電設備を建設・運営し、電力公社などに電力を販

売する事業者。 

JICA 
Japan International 

Cooperation Agency 

国際協力機構。日本政府の ODA 実施機関として、開発援

助や技術協力を通じて各国の持続的成長を支援する。 

KCHS 
Kenya Continuous 

Household Survey 

ケニア継続家計調査。2020年以降毎年実施されている

家計の経済・社会状況調査。 

KenGen 
Kenya Electricity 

Generating Company 

ケニア発電公社。国内の発電量の約 70％を担う最大の

発電事業者で、地熱・水力・風力など多様な電源を保有

する。 

KIHBS 
Kenya Integrated 

Household Budget Survey 

ケニア統合家計予算調査。家計支出、所得、生活水準を

把握する全国調査で、貧困分析に広く利用されている。 
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KNBS 
Kenya National Bureau 

of Statistics 

ケニア統計局。統計データの収集、分析、配布を行うケ

ニア政府の主要機関。 

KNES 

Kenya National 

Electrification 

Strategy 

ケニア国家電化戦略。2030年までにユニバーサルアク

セスを達成するためのロードマップを示した文書（2018

年策定）。 

KPLC 
Kenya Power and 

Lighting Company 

ケニア電力公社。全国の約 960万人以上の顧客に電力を

供給している。送配電網の管理および電力販売を担う。 

LMCP 
Last Mile Connectivity 

Project 

ラストマイル電化プロジェクト。低圧送電線を延長し、

既存電網近隣の未電化世帯を接続する国家事業。 

NEP National Energy Policy 
国家エネルギー政策。ケニア政府が掲げるエネルギー分

野の包括的政策指針。 

ODA 
Official Development 

Assistance 

政府開発援助。先進国が発展途上国の経済開発・福祉向

上を目的として行う公的資金援助。二国間援助や多国間

援助を含む。 

RMF 
Risk Mitigation 

Facility 

組織やシステムにおけるリスクを体系的に管理するため

の枠組み。特に情報セキュリティやプロジェクト運営、

金融、公共政策などで使われる。 

RISE 
Regulatory Indicators 

for Sustainable Energy 

世界銀行が策定した持続可能なエネルギー政策の整備度

を評価する指標。電力アクセス・再エネ・エネルギー効

率・クリーンクッキングの 4分野で各国の制度や政策を

スコア化。 

SCM 
Synthetic Control 

Method 

合成コントロール法。単一の処置対象に対する反実仮想

を構築するための手法。 

TOU Time-of-Use  

時間帯別料金制度。電力需要のピーク時とオフピーク時

で電気料金を変動させる仕組み。消費者に負荷平準化を

促し、発電コスト削減や電力系統の安定化に寄与する。 

WDI 
World Development 

Indicators 

世界銀行が提供する主要な国際統計データベース。経

済・教育・健康・インフラなどの包括的指標を含む。 
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第 1 章 はじめに 
 サブサハラ・アフリカ(SSA)の中でもケニアは、国家開発戦略「Vision 2030」2に基づき、

経済成長とエネルギーインフラ整備を最重要課題として位置づけており、再エネ資源を活

用し、電力供給の安定化とアクセス拡大を目指す政策が進められている。2023 年の電力ア

クセス率は 76.2％に達したが、都市部（96％）と農村部（68％）の間には依然として格差

が存在する。この格差は、所得・教育・健康といった生活の基盤に影響し、社会経済的不

平等を再生産している。 

 電力アクセスは単なるエネルギー供給手段ではなく、人間開発の三側面（所得・教育・

健康）を支える基礎的な社会インフラである。安定した電力は、産業活動・雇用の拡大、

夜間照明・ICT 環境の整備、清潔なエネルギー利用の促進を通じて、貧困削減と持続的成

長に寄与する。 

 一方で、ケニアでは送配電網の整備遅延や料金負担の重さといった課題が残り、電力が

公平に行き渡っているとは言えない。特に農村部では、接続が進んでも供給の不安定さや

高コストが生活改善の妨げとなっている。 

 以上を踏まえ、本研究はケニアにおける電力アクセスが所得・教育・健康に与える影響

を理論的・実証的に検証し、未電化地域へのアプローチに加え、持続可能なエネルギー供

給を目的とした政策提言を行う。マクロ・ミクロの計量分析と現地調査を通じて、電力ア

クセスの効果と実態を示し、包摂的で持続可能なエネルギー政策の方向性を考察する。 

第２章 現状と課題 

第１節 ケニアの現状 

第１項 電力普及状況 

 本研究での「電力アクセス」は、単なる電力接続の有無ではなく、利用可能な電力量や

供給の安定性を含む概念として定義する。WDI のマルチ・ティア・フレームワーク（MTF）

では、電力アクセスを Tier 0 から Tier 5で評価する（表 1）。携帯電話の充電や小型ラン

プのみを賄う Tier 1 は、生活改善効果が乏しく、実質的に未電化とされる（World Bank & 

ESMAP, 2015; Ritchie et al. 2021）。 

  

 

2 Kenya Vision 2030 は、2030 年までに「世界的な競争力と繁栄を持ち、高い生活の質を備えた国」を実現するための

長期的な開発計画である。国民の熱意を原動力に、クリーンで安全な環境のもと、すべての国民が豊かに暮らせる新興

工業国への変革を目指している（Kenya Vision 2030, 2008）。 
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表 1 MTFに基づく電力アクセスの定義と評価基準 

 
出典：World Bank & ESMAP, Beyond Connections: Introducing the Multi-Tier 

Framework (2015)より筆者作成  

 

 2024年の総発電量125.58億kWh3のうち、地熱44％、水力29％、風力14％、太陽光4％、

火力 9％と、再エネの比率は約 91％に達し、アフリカ諸国の中でも再エネ主導型の電源構

成を有していることを示している（KNBS,2024）（図 1）。 

 

図 1 ケニアの発電方法の内訳 

 
出典：KNBS, Leading Economic Indicators, December 2024 より筆者作成 

  

 WDIによると、2023年の電力アクセス率は76.2％4で、都市部の96％に対し農村部は68％

にとどまり、地域格差が依然として大きい（図 2）。実際の農村調査でも、多くの世帯が

系統電力ではなく小型ソーラーパネルや充電式バッテリーに依存しており、この格差の実

態が確認された(写真 1)。農村の状況については第６章で詳述する。 

 

 
3 日本の 2024 年発電量は 8537.5 億 kWh である（資源エネルギー庁、2025）。 
4 Tier1 以上を基準としている。 
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図 2 ケニアにおける電力へのアクセス（人口の割合）  

 
出典：World Bank, World Development Indicators (WDI), “Access to electricity (% 

of population),1993-2023 より筆者作成 

 

写真 1 充電したバッテリーを用いて電力を使う様子 

 
出典：筆者撮影（2025 年 8月 29日、Nyandarua 村） 

第２項 貧困の状況 

 本研究での「貧困」は、単なる所得の欠如ではなく、国連開発計画の人間開発指数

（HDI）や多次元貧困指数（MPI）5を参考に、所得・教育・健康の三側面を含む多次元的な

概念として定義する。 

 
5 教育・健康・生活水準の 3 側面からなる 10 指標（1.就学年数、2.子どもの就学、3.子どもの死、4.栄養、5.電

力、6.衛生、7.安全な飲料水、8.床、9.炊事用燃料、10.資産）を用いて貧困を把握し、世帯がこのうち 3 分の 1 以

上の項目に該当する場合を「貧困状態」と定義。（gooddo、2019） 
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 ケニアは2023年時点で一人当たり GDPが約 1,950米ドルの下位中所得国であり、人口の

約 35％が 1日 2.15米ドル未満で生活している。 
 教育面では、薪集めや調理に時間を取られることで女性や子どもの就学機会が減少し、

ジェンダー格差が拡大している。政府は「デジタル学習プログラム」6を通じて学校への電

力供給と周辺家庭の電化を進め、夜間学習の環境整備を図っている。また、改良型調理器

具7の導入による家事負担の軽減も進められている。 

 健康面では、伝統的燃料8による室内空気汚染が呼吸器疾患や心疾患の原因となり、年間

約 23,000 人の死亡に関連し、（IEA、2024）これが約 39 億米ドルの経済損失に相当する

(写真 2)。政府は 2024 年にクリーン調理移行戦略9を策定し、2028 年までに普遍的アクセ

スの実現を目指している。  

 このように、電力アクセスは所得・教育・健康の三側面と密接に関わる多次元的課題で

ある。したがって、包摂的な政策設計を通じて電力を基盤とした生活環境を整備すること

が、ケニアの持続的な貧困削減に不可欠である。 

 

写真 2 薪を使って調理する様子 

 
出典：筆者撮影（2025 年 8月 29日、Nyandarua 県 Kinangop地域 Kariahu 村） 

第２節 電力市場の構造と課題 

第１項 電力市場制度とエネルギー政策の展開 

 ケニアの電力部門は、ケニア発電公社（KenGen）と独立系発電事業者（IPP）が発電、

ケニア電力公社（KPLC）が配電と小売を担う。ケニア電力送電公社（KETRACO）は送電網

の整備と保有、農村電化・再生可能エネルギー公社（REREC）は農村部電力アクセスの改

 
6 ケニア政府が教育省を通じて 2013 年に導入したもので、21 世紀のリテラシースキルを持つ学習者を教育·学習に統

合することを目的とする（THE PROMISING FUTURE OF DIGITAL LEARNING IN KENYA, 2022） 
7 薪の使用量が少なく、保温性が高く安価で、煙が少ない調理道具（Cherono、2025） 
8 薪、木炭、家畜糞などのバイオマス燃料を指す。農村部や低所得層で広く利用されるが、屋内大気汚染による健康

被害などを引き起こす要因となる。これに対し、電気、LPG、天然ガス、灯油などの「近代的燃料」は、より清潔か

つ効率的なエネルギー源である。（World Bank、 2020; IEA、2022）。 
9 伝統的で汚染性の高い燃料の使用が公衆衛生と環境にもたらす悪影響の軽減を目的とする。2028 年までにすべての

世帯のクリーン調理燃料利用実現に向けた政策的枠組みとロードマップを提示（ケニアエネルギー省、2024）。 
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善を担当し、全体はエネルギー・石油規制庁（EPRA）の規制下にある。(図 3) これらの背

景には、Vision2030 をはじめとする一連のエネルギー政策が存在する。表 2 に、2007 年

以降の主要政策とその成果を示す。 

 

図 3 エネルギーセクター構造 

 
出典：JICA「ケニア国 エネルギー利用の最適化にかかる情報収集・確認調査」2024 より

筆者作成 

 

表 2 ケニアの主要エネルギー政策とその効果 

年 政策 内容 効果 

2007 「Vision2030」発

表 
2030年までに中所得国へ転

換することを目指す国家開発

戦略。エネルギー分野を経済

成長基盤と位置づけ、電力ア

クセス率の向上、発電源の多

様化、再エネの導入拡大を戦

略目標に掲げる。 

発電容量： 
1,429MW(2010)→3,322MW(2023) 
再エネ比率： 
約 60%(2010)→84.9%(2023) 

2008 FIT 制度導入 再エネ電源（風力・小水力・

バイオマス）を対象に、固定

価格での電力買収を保証する

制度。 

民間投資の活性化により 
再エネ設備容量： 
 2008年→2014年で約 1.5倍 

2010 FIT 制度改定 地熱・太陽光・バイオガス発

電を新たに対象とする。 
買収単価の引き上げ。 

再エネプロジェクト数： 
 4件(2008)→48件(2015) 
再エネ発電容量： 
 850MW(2010)→4,400MW(2020) 
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2015 ラスト・マイル・

コネクティビテ

ィ・プロジェクト 
(LMCP)開始 

農村部の未接続世帯に対し、

変圧器半径 600m 以内を対象

に低コストで電力接続を行う

国家プロジェクト。第 1〜3

フェーズで KPLCが全国的に

接続拡大を実現し、格差是正

を図った。 

2015～2023年に約 945万世帯が新

規接続。 
電力アクセス率： 
 40.1%(2013)→76.2%(2023) 
未電化人口： 
 約 2000万人→約 1100万人 

2018 国家エネルギー政

策 

（NEP）策定 

「安価・競争的・持続可能・

言頼性の高いエネルギー供

給」を実現するため、エネル

ギー効率向上、再エネ開発促

進、送配電網の拡充、民間参

入を総合的に推進。 

再エネ比率： 
87.9%(2020)→84.9%(2023) 
発電内訳：地熱 41.7%、水力

24.7%、風力 13.1%、太陽光 3.5% 

2019 エネルギー 

法施行 
電力・石油・再エネを包括的

に統合し、規制機関 EPRA を

正式に設置。電力・石油・再

エネ・ミニグリッド・電力取

引・小売などの枠組みを一体

化。電力市場の自由化、監督

強化、再エネ制度の法的基盤

を整備。 

ネットメータリング規則 2024、卸

供給、オープンアクセス規則 2024

などが制定。IPP・民間投資が拡

大。  

出典：IEA、EPRA、KPLC、Ministry of Energy 各種報告書より筆者作成 

 

 これらの政策により、電力アクセス率の向上や再エネ比率の拡大が進み、市場構造も大

きく変化した。特に、FIT 制度やラストマイル・コネクティビティ・プロジェクト

（LMCP）は、発電から配電に至るインフラ整備を後押しし、国有企業中心の体制を作っ

た。 

 一方で、電力アクセスの地域格差は残り、小規模な再エネ事業者（ミニグリッド事業

者）の参入を阻む制度上の障壁が課題となっている。こうした課題に対して、新規参入を

促す仕組みや投資基金の整備が求められる。 

 近年では、国家エネルギー政策（2018年）とエネルギー法（2019年）を基盤に、安定

供給と再生可能エネルギーの活用を両立させるための制度改革が進められている。今後

は、こうした制度改革とあわせて、地域レベルでの民間参入を促す仕組みづくりを強化

し、持続的な電力アクセスの拡大を図ることが重要である。 

第２項 送配電系統および電力価格 

 ケニアにおける電力普及の最大の課題は、電力価格の高さと送配電網の非効率性であ

る。IEA（2024）によれば、2023年の時点で送配電ロス率は 23％に達し、アフリカ平均の

15％を大きく上回る。これは、老朽化した設備による漏電などの技術的損失と、盗電・請
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求漏れなどの非技術的損失の双方が要因である。政府はスマートグリッド10などの監視・

制御技術を導入し、送配電網の効率化を進めている。東芝への企業訪問（2025 年 8月 6

日）で得られた知見でも、発電能力には余裕があるが、系統網11の整備がボトルネックで

あることが確認された。ただし今後はデータセンター建設など大口需要の拡大が見込ま

れ、余剰供給を吸収していく可能性が指摘されている。 

 また、電力料金の高さも全国的な負担となっている。2025 年第 1四半期のケニアの家庭

用平均電力料金は約 0.222米ドル/kWhで、SSA 地域の平均（約 0.14米ドル/kWh）を大き

く上回る。周辺国より高く、（Global Petrol Prices、2025）、所得格差を拡大させてい

る（図 4）。 

 

図 4 東アフリカ主要国 家庭用電気料金の国際比較 

 
出典：Global Petrol Prices,“Electricity prices for households: world map”, 

2025 Q1 より筆者作成 

 

 料金には基礎単価に加えて燃料費・為替変動・インフレの変動を反映したパススルー12

分や、付加価値税、再生可能エネルギー賦課金、規制当局賦課金などがすべての契約者に

一律で上乗せされるため、低所得世帯ほど負担が重い。政府は月 30kWh以下の利用者に対

して料金を 4%引き下げるライフライン・タリフ制度を導入しているが、依然として低所得

者の負担は大きい。 

 地域間格差も深刻で、首都ナイロビやその周辺では都市開発とともにインフラ整備が進

む一方、北部や北東部、インド洋沿岸などでは、長年にわたり国家政策上の優先順位が低

く、インフラ整備が遅れてきた。背景には、人口密度や経済活動の集中度の違いがある。 

 
10 ICT を活用して電力の需給をリアルタイムに監視・制御し、送配電網の効率化と安定化を図る次世代型電力システ

ム。 

11 電力の発生から消費までの一連のシステム、すなわち発電から始まり、送電、変電、配電を経て、最終的に電力を

消費する需要家に至るすべての要素が組み合わさって構成されるシステムである（環境省、2010）。 
12 燃料費・為替・インフレなど外的コスト変動を反映して電気料金を調整する制度。(EPRA, Electricity Tariff 

Components, 2024) 
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 また、送電網の延伸が困難な地域では、ミニグリッド13やスタンドアローン型14の電源装

置など、分散型エネルギー15の導入が不可欠である。しかし、これらは出力の不安定さや

蓄電容量の制約を抱え、採算性も低い。農村部では消費量が少ないため初期投資の回収が

難しい。そのため、初期段階の電化には、政府や関係機関による補助金・財政支援の仕組

みが不可欠である。 

第３節 日本の協力 

第１項 ODA と日本企業の連携 

 日本の政府開発援助で整えられた制度を基盤に、民間企業と日本発の NGOが現場での実

装を担っている。供給側では企業の技術と建設支援が安定供給を支え、需要側では太陽光

照明や地域電化が生活改善に直結している。次の表 3 に、それぞれの主体の具体的な取り

組みと成果を整理する。 

 

表 3 ケニアの電力分野における日本の ODA・民間企業の役割 

区分 主体 主な事業・活動内容 成果・役割 

① 制度・案件

形成 

（ODA 基盤） 

外務省／JICA 

電力マスタープラン策定支

援、地熱資源調査、送配電網

整備、LMCP支援 

制度設計・案件形

成・融資環境を整備

し、民間参入を促進 

② 供給側 

（発電・系統） 

（株）東芝エネル

ギーシステムズ 

オルカリア I（1–3号機）更新

用地熱タービン・発電機の供

給（2024年受注）(写真 3) 

発電効率・運用安定

性を向上 

 

（株）三菱パワー 

オルカリア V地熱発電所

（140MW）の主要機器供給およ

び EPC請負（2019年稼働） 

高性能化・工期短縮

を実現 

 

（株）富士電機 

オルカリア I追加 6号機・メ

ネンガイ地熱発電所向けター

ビン・発電機納入 

発電性能・信頼性を

強化 

 

（株）豊田通商 

メネンガイ地熱発電所

（35MW）建設契約、再エネ事

業投資 

再エネ発電事業の実

装促進 

 
（株）住友商事 オルカリア VI PPP事業のショ

ートリスト候補 

新規地熱案件形成へ

の関与 

 
13 地域内で独立して発電・配電を行う小規模電力網。 
14 既存の送電網に接続せず、家庭や施設単位で完結して電力を供給する独立型システム。 
15 集中型の大規模発電所からの送電に依存せず、地域または利用者の近くで発電・供給を行うエネルギーシステム。 
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③ 需要側 

（利用促進） 

（株）パナソニッ

クホールディング

ス 

太陽光ランタン・省エネ照明

機器の無電化地域への導入 

家庭・学校の電化促

進と安全照明の普及 

 

World Vision 

Kenya 
学校・地域施設への太陽光発

電・クリーン調理導入支援 

教育・保健分野での

電力利用拡大 

出典：各社報告書・ウェブサイト等より筆者作成 

 

写真 3 オルカリア IV地熱発電所訪問にて実際に使用されていた東芝のタービン 

 
出典：筆者撮影（2025 年 8月 28 日、ナクル県オルカリア IV地熱発電所） 

第２項 JICA の取り組みと電力アクセス率向上への貢献 

JICA の支援は、地熱を核にした発電力強化、幹線送電の増強、都市配電の更新、人材育

成を柱として、電力アクセス拡大と系統の信頼性向上に継続的に寄与してきた。地熱では

オルカリア群の新増設・改修を通じてベースロードの安定化と効率改善を後押しし、送電

では地域の負荷中心を結ぶ系統強化、配電では変電所増強や老朽線更新、計量の高度化に

より停電時間と送配電ロスの削減を図り、新規接続の受け皿整備を進めた。併せて、官

民・大学と連携した研修により、実務スキルを現場に定着させている。近年は需要側にも

踏み込み、家庭の実測に基づくピーク要因分析を踏まえ、TOU 制度の活用や機器ラベリン

グ、高効率機器の普及促進などの施策パッケージを提示した。供給側の増強と需要側の最

適化を両輪とするこの枠組みにより、アクセス拡大と質の向上を同時に進めるアプローチ

が確立されつつある。 

第３章 先行研究 

第１節 先行研究の整理 
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 本稿は、ケニアを対象として、電力アクセスの拡大が家計支出、教育水準、健康水準と

いった本稿の定義する「貧困」への影響を実証的に明らかにし、持続的かつ包摂的な開発

の実現に向けた政策提言を目指す。関連する先行研究は、①電力アクセスが所得、教育、

健康などの貧困指標に与える影響を検証した研究と、②電力分野の政策が電力アクセスの

拡大に与える影響を分析した研究の 2つに分類できる。 

第１項 電力アクセスが貧困に与える影響 

 ここでは、（1）所得（2）教育（3）健康への電力アクセスの効果を整理する。 

 

（1）所得への影響 

 Khandker et al. (2012) は、バングラデシュ農村の約 2万世帯データを用いて、グリ

ッド電化が世帯所得を平均 21%増加させ、貧困率を 1. 5 ポイント低下させたと報告してい

る。電力アクセスの効果は比較的裕福な世帯でより大きく、所得階層による波及差も確認

された。 

 また、Dinkelman(2011)は南アフリカ農村部の送電線拡張を自然実験として利用し、電

化が女性の労働参加を有意に促進することを示した。家事労働の省力化を通じて市場就業

や自営業活動への参加が促進され、家計所得の増加に寄与する経路が確認されている。 

 これらの研究は、電化が生産活動や就業機会を通じて、経済的自立を後押しすることを

実証している。 

 

（2）教育への影響 

 Bridge(2017)はニカラグアのパネルデータを用いて、電化が非農業所得を 17〜21％押し

上げ、初等教育修了率を 7〜10ポイント有意に高めることを示した。照明環境の改善によ

り、夜間学習時間が 1日あたり平均 0.6 時間延び、テレビやラジオを通じた情報アクセス

の拡大が、児童の学業成果向上に寄与していると指摘されている。   

 さらに、Gashaye et al.(2025)はエチオピア農村世帯を対象に同時方程式モデルを推定

し、電化世帯では非電化世帯に比べ家族の平均教育年数が約 2年長いと報告している。特

に女子児童において就学率の上昇が顕著であり、家庭労働の負担軽減と情報アクセス拡大

が教育機会の格差縮小につながる可能性を示唆している。 

 このように、電力アクセスの向上は単に照明の確保にとどまらず、教育投資と人的資本

形成の促進に寄与することが多くの研究で確認されている。 

 

（3）健康への影響 

 Cohen Ang’u et al.(2023)はケニアの世帯データを用いて多次元エネルギー貧困指数

（MEPI）を構築し、電力未利用や伝統的燃料依存が健康に与える影響を分析した。結果と

して、エネルギー貧困が深刻な地域ほど呼吸器疾患リスクが高く、近代的燃料利用の拡大

が健康改善と強く関連することを示した。 

 また、Gashaye et al.(2025)は、電化世帯の医療費が未電化世帯より 44％低いと報告

し、屋内大気汚染の軽減による疾病負担の低下を指摘した。薪・木炭に依存する世帯では

医療費が約 39%高い傾向がみられ、燃料構成の違いが健康格差を生んでいることが確認さ

れた。 

 このように、電力アクセスの向上は清潔なエネルギー利用を促し、疾病リスクを減少さ

せることで家計の医療負担を軽減する効果を持つ。 
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（4）総合的考察と先行研究の限界 

 以上から、先行研究は総じて電力アクセス率向上が家計の所得向上、教育達成度の上

昇、健康リスクの低減といった貧困指標の改善を及ぼすことを示唆している。 

 一方で、これらの研究には限界点が 3つ挙げられる。 

 第一に、分析の多くが特定国・地域に限定された短期的効果に焦点を当てており、他地

域や長期的影響への一般化は難しい。例えば Dinkelman(2011)の研究は南アフリカの制度

的背景下での 5 年以内の雇用効果に特化しており、中長期的に教育や健康に波及する影響

については十分検討されていない。また Lee et al.(2019)のケニアにおける実験研究で

は、接続補助後の 16〜32 か月間に所得・教育・健康など主要指標への有意な改善が見ら

れなかったことが報告されている。観察期間が 2年程度と比較的短く、電化の恩恵が表れ

るまでの時間差（ラグ）を考慮できていない可能性がある。 

 第二に、先行研究の手法上の制約として、電力アクセスと貧困の関係における内生性バ

イアスの問題がある。多くの研究が PSMや操作変数法を用いて対処を試みているものの、

横断データに基づく分析では依然として因果特定に限界が残る。 

 第三に、電力アクセスの「質」や供給信頼性に十分な注意が払われていない点も挙げら

れる。停電の頻発や電圧不安定といった質的側面は、単に「配電網に接続されたか否か」

以上に家計の電力利用と成果を左右しうる。しかし既存研究の多くは電力アクセスの有無

に焦点を絞っており、制度的要因の影響を十分分析していない。 

第２項 政策が電力アクセスの拡大に与える影響 

 電力アクセスの拡大は、政府の補助制度や料金政策が重要な役割を果たしてきた。特に、

開発途上国では初期接続費の高さが家計の最大の障壁であり、政策の内容が大きく影響す

ることが指摘されている。 

 Lee et al. (2019) はケニア西部で段階的補助制度の RCTを行った。結果として、補助

率が全額・57%・29%と段階的に設定されたにもかかわらず、需要の増加は限定的であり、

実際の接続率は無補助群の約 1%に対して全額補助でも 50%に届かなかった。これは、接続

料以外の支出制約や信用制約が需要拡大を妨げていることを示した。さらに、接続後の電

力利用も低水準にとどまり、電力アクセスが即座に所得や教育、健康に波及する効果は確

認されなかった。これらの結果から、価格引下げだけでは電力アクセスを持続的に促すに

は不十分であることが明らかとなった。 

 一方、エチオピアを対象とした Gashaye et al.(2025)は、政府の電化補助が世帯レベル

の所得・教育・健康に及ぼす効果を分析している。電力アクセス率の向上は所得水準や教

育年数を有意に高めたが、その効果の多くは地域間で異なり、送配電インフラの整備状況

や地方行政の能力によって差が生じたことが確認された。 

 また、アジア地域でも同様の議論がある。Khandker et al. (2012)は、南アジア 3か国

の比較分析を通じて、政府の送電拡張プログラムや農村電化基金の設立が電力アクセス率

を高める上で決定的な要因であったと指摘した。ただし、こうした補助制度の効果は地域

の所得格差や行政能力によって左右され、低所得層ほど制度の恩恵を受けにくい構造的課

題も残されている。 

 そして、これらの研究には以下の課題が残る。第一に、政策効果を短期的な需要変化に

限定して評価しており、電力利用の定着や利用の質的変化を十分に追跡していない。第二

に、政策実施主体の役割分担や制度間の相互作用が十分に分析されていない。第三に、ケ
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ニアを含むアフリカ諸国では、電化政策が貧困にどの程度波及しているかを定量的に示す

研究が乏しい点が挙げられる。 

第２節 本稿の新規性 
 本稿の新規性は以下の 3点である。 

 第一に、Bridge(2017)の分析手法を応用し、PSM-DID 分析により電化の因果効果を推定

した上で、RIF-DID 分析により所得階層別の効果を検証した。これにより、電化の恩恵が

特に顕著な所得層を示す。 

 第二に、SSA諸国のマクロパネルデータを用い、制度的要因について定性的に分析を行

い、ケニアにおいて導入や運用が課題とされる政策に焦点を当てた。その上で、これらの

中から選定した政策について、合成コントロール法を用いて効果を検証した。 

 第三に、 現地フィールドワークを実施し、定量分析では捉えにくい生活実態を補足的

に把握する点である。ケニアの農村地域における聞き取り調査や現場観察を通じ、電力利

用によって世帯の時間利用・教育環境・健康管理行動などに及ぼす効果を検証した。利用

者の主観的満足度に着目し、電化の真の効果と政策的課題をより正確に示す。 

 以上の 3点を通じて、電力アクセスが貧困削減に与える影響をマクロ・ミクロの両側面

から統合的に捉え、政策要因を明らかにし、持続的かつ包摂的な電化政策を提示する。 

第４章 理論分析 
 本章では、Mankiw et al.(1992) の拡張ソロー・モデルを基礎に、電力資本（𝐸）を独

立した生産要素として導入する理論枠組みを提示する。政策的介入が電力資本の成長を促

し、電力アクセス向上を経て貧困削減に至る因果連鎖を、二段階メカニズムとして理論的

に検討する。 

第１節 モデルの理論的設定 
 本研究では、電力資本を独立した生産要素として取り入れた拡張型コブ＝ダグラス生産

関数を仮定する。 

 

𝑌!" = 𝐾!"#𝐸!"
$ (𝐴!"𝐿!")%&#&$ ,				𝛼 + 𝛽 < 1	      (1) 

 

 ここで𝑌!"は国𝑐、年𝑡における広義の所得であり、𝐾は物的資本、𝐸は電力資本、𝐿は労
働、𝐴は技術水準を示す。電力資本	𝐸	は物的資本	𝐾	とは独立した別個の生産要素として捉

える。ここで𝐸は、発電所や送配電網などの電力インフラ資本ストックとして定義する。

これを𝐾と分離する論理的根拠は、𝐾とは異なる投資決定メカニズムの影響を強く受けるた

めである。 

 物的資本と電力資本への投資は、それぞれ所得の一定割合で行われ、減価償却率は同一

とする。電力資本の蓄積動学式は次のとおりである。 

 
ℯ̇ = 𝑠'𝑦	 −	(𝑛 + 𝑔 + 𝛿)𝑒	 
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 同様に、物的資本の蓄積動学式は以下のように表される 。 

 

𝑘̇ = 𝑠(𝑦 − (𝑛 + 𝑔 + 𝛿)𝑘 
 

 まず、技術水準を𝐴、労働を𝐿とし、その積𝐴・𝐿を有効労働と定義する。k̇とℯ̇は、それぞ

れ有効労働あたりの物的資本と電力資本ストックの時間当たり変化量を示す。𝑠(𝑦(𝑠'𝑦)は
新たな投資による資本の増加であり、(𝑛 + 𝑔 + 𝛿)𝑘 ((𝑛 + 𝑔 + 𝛿)𝑒)は、労働増加、技術進

歩、資本減耗による有効労働あたりの資本の減少を表す。 

第２節 電力アクセスと貧困：二段階メカニズ

ムの理論化 
 本節では、政策から所得までの経路を、二段階で理論化する。 

 第 1段階として、政策的介入（𝑃𝑜𝑙𝑖𝑐𝑦!"）が電力資本への投資率（𝑠',!"）に影響すると仮

定する。これは政策が電力インフラ投資の「適切な環境整備」を促すことを示す。 

 

𝑠',!" = 𝛿* + 𝛿%𝑝𝑜𝑙𝑖𝑐𝑦!" + 𝜖!",							𝛿% > 0	    (2) 
 

 この関係式は、政策が電力アクセスの拡大という役割を果たすことを示す。実際、

Michoud et al. (2021)は、政策の効果的な実行こそが、電力アクセスを向上させるため

の核心的な役割を果たし、それによって最終的に電力普及率が高まると指摘している 。  

 第２段階では、第１段階で決定された投資率に基づく電力資本の蓄積が広義の所得に与

える効果を分析する。式(1)を対数微分し、成長会計式を導くと次の関係が得られる。 

 
+
+
̇ = 𝛼 ,̇

,
+ 𝛽 .̇

.
+ (1 − 𝛼 − 𝛽) /̇

/
+ (1 − 𝛼 − 𝛽) 0̇

0
     (3) 

 

 ここで
+̇
+
は広義の所得成長率、

.̇
.
は電力資本成長率を示す。係数𝛽が正（β> 0）である限

り、電力資本の拡大は広義の所得を押し上げ、貧困を緩和する方向に作用する。 

  式(2)と(3)は、エネルギー政策が電力アクセスを介して所得に間接効果を与える二段

階メカニズムを示す。第１段階では政策介入が投資率を通じて電力アクセスを推進し、第

２段階では電力資本の成長が所得を高め、貧困削減に寄与する。この理論枠組みは、実証

分析における政策の間接効果を検証する基礎モデルである。 

第３節 定常状態分析と政策効果の理論的予測 

 本節では、電力資本が定常状態における広義の所得（𝑌）に与える影響を導く。すなわ

ち、電力資本への投資率変化が長期的な所得水準に及ぼす効果を分析する。式(1)を有効

労働一人当たりの形に変換すると、生産関数は次のように表される。 
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𝑦 = 𝑘#𝑒$ 
 

 ここで、𝑦 = 𝑌/(𝐴・𝐿)は有効労働一人当たりの広義の所得を表す。𝑘は物的資本、𝑒は電

力資本をそれぞれ有効労働で割ったものである。 

第 1節で定義した連立方程式（𝑘̇ = 0とℯ̇ = 0）に基づき、定常状態を解くと、有効労働一

人当たりの定常所得 y＊は、各投資率と（𝑛 + 𝑔 + 	𝛿）によって次のように決定される。 

 

𝑦∗ = 𝑠(
#

%&#&$𝑠'
#

%&#&$(𝑛 + 𝑔 + 𝛿)&
#2$

%&#&$ 
 

 この式から、電力資本投資率の弾力性(
α

%&#&$
)が正である限り、電力資本への投資率の増

加は長期的に広義の所得の水準𝑦 ∗を上昇させる方向に作用することが理論的に示される。

すなわち、電力資本の改善は、教育機会の拡大、所得創出、および保健インフラの機能強

化を通じて、広義の所得の水準を向上させる 

 上式の両辺を自然対数で線形化し、一人当たり所得ln I+
/
J = 𝑙𝑛	𝐴* + 𝑔𝑡 + 𝑙𝑛	𝑦の関係を適

用すると、実証分析の基礎となる以下の式が得られる。 

 

𝑙𝑛𝑦∗ = 𝑙𝑛𝐴(0) + 𝑔𝑡 +
𝛼

1 − 𝛼 − 𝛽 𝐼𝑛𝑠( +
𝛽

1 − 𝛼 − 𝛽 𝐼𝑛𝑠' −
𝛼 + 𝛽

1 − 𝛼 − 𝛽 𝐼𝑛(𝑛 + 𝑔 + 𝛿) 

 

 この式は、広義の所得の対数を被説明変数とする線形化モデルであり、電力資本の変化

が定常状態における所得の動向にどの程度影響するかを理論的に示している。  

 以上の分析から、政策的介入が電力資本投資率に影響を与え、その投資率が資本蓄積の

動学を通じて長期的な定常状態の所得水準を決定するという因果連鎖が理論的に示され

た。したがって、エネルギー政策は電力アクセスの蓄積経路を通じて間接的に貧困を緩和

し、社会的厚生を向上させる重要な政策的手段であると位置づけられる。 

第５章 計量分析 
 本章では、前章で構築した理論モデルにおいて示された「電力アクセスを通じた貧困の

改善効果」を実証的に検証する。電力アクセスが所得・教育・健康の三側面に与える影響

を定量的に明らかにし、貧困緩和に至る経路を多面的に把握することを目的とする。 

 本章の分析は、理論モデルにおける第二段階（電力アクセスが貧困に与える影響）を対

象とし、次の４つの方法で構成される。なお、第一段階については第７章にて分析する。 

 第１節では、SSA 48 カ国を対象とするマクロ計量分析を行い、電力アクセスの進展が国

レベルの所得・教育・健康に与える影響を検証する。第２節、第３節および第４節では、

ケニアを対象としたミクロデータ分析により、電力アクセスが家計レベルの所得・教育に

及ぼす影響を検証する。 

 以上を通じて、理論的に導かれた「政策→電力アクセス→貧困削減」という二段階経路

を実証的に裏づけることを目的とする。また、本章では所得データの信頼性が低い途上国

の特性を踏まえ、家計の生活水準指標として消費支出を用いる。消費は効用に直接関係

し、恒常所得をより反映するためである（Haughton & Khandker, 2009）。 
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第１節 分析Ⅰ：電力アクセスが所得・教育・

健康に与える影響の固定効果分析 

第１項 分析の概要 

 本節では、SSA 48 カ国を対象に、電力アクセスの拡大が所得・教育・健康に与える影響

を固定効果モデルにより検証する。 

 本研究の推定モデルは次式で表される。 

 

ln 𝑌!" =L𝛽3 ln 𝐸𝑙𝑒𝑐!,"&3

4

35*

+ 𝛾6𝑋!" + 𝜇! + 𝜆" + 𝜀!" 

 ここで、𝑌!"は国𝑐、年𝑡における所得・教育・健康の指標を表し、𝐸𝑙𝑒𝑐!,"は電力アクセス

率を示す。係数𝛽*~𝛽4は電力アクセスの当期および遅延的効果を表し、𝜇!は国固定効果、

𝜆"は年固定効果、𝜀!"は誤差項を表す。すべての変数は自然対数化され、係数は弾力性とし

て解釈可能である。本研究では、電力アクセスの効果が時間をかけて顕在化する可能性を

考慮し、固定効果モデルに最大 3期のラグを導入した分布ラグ仕様16を採用した。説明変

数の過去値を同時に含めることで、電力アクセスの短期的および中期的な影響を明示的に

捉えることを目的としている。国固定効果および年固定効果を含め、標準誤差は国レベル

でクラスタリングした。 

第２項 データ 

 本節では、SSA 48 カ国の WDI の年次データ（2000〜2023年）を用いてパネルデータを

構築した。 

 被説明変数には、所得を表す「家計最終消費支出」、教育を表す「初等教育就学率」、

健康を表す「平均寿命」を使用した。主要な説明変数は電力アクセス率であり、統制変数

には、既存研究（Burns et al., 2017; Asongu & Le Roux, 2017; Tsekane, 2024）を参

照し、経済構造と国際経済関係を反映する４変数を採用した。民間部門信用供与、外国直

接投資、個人送金、および貿易依存度である。 

 変数の定義と記述統計量を表 4 に示す。 

 
 	

 
16 本研究で用いる分布ラグ仕様（finite distributed-lag specification）は、説明変数の当期および過去の値を

同時に回帰式に含め、その効果が時間をかけて被説明変数に波及する構造を明示的に推定する方法である。

（Wooldridge, 2010) 
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表	4 使用変数の記述統計量（SSA48 カ国、2000〜2023年） 

  
出典：WDI, World Bank（2024）より筆者作成 

第３項 分析の結果・考察 

 推定結果を表 5に示す。すべてのモデルには国固定効果および年固定効果を含め、標準

誤差は国レベルでクラスタ化している。表では、所得・教育・健康の各モデルを並列して

示し、比較可能性を高めている。 
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表 5 電力アクセスが家計支出・教育・健康に与える影響（固定効果モデル, SSA 48 カ

国） 

 
（筆者作成） 

 

（1）所得（家計最終消費支出）への影響 
 電力アクセス率の 1期ラグ係数は −0.045（p < 0.05）で負の影響を示したが、2期ラグ

では 0.034（p < 0.05）と有意に正に転じた。電化初期には接続費用や設備投資などの負

担により家計消費が一時的に抑制されるが、時間の経過とともに電力利用を通じた生産活

動や情報アクセスが拡大し、所得が上昇する「遅行的波及効果」が示唆される。 

 
（2）教育（初等教育就学率）への影響 
 教育モデルでは、当期係数が −0.028 で負の影響を示し、3期ラグで 0.008 と正に転じ

たが、いずれも有意ではなかった。短期的には接続コストが家計の教育支出を圧迫する可

能性がある一方、電力アクセスによる学習環境の改善が教育成果として表れるには一定の

時間を要すると考えられる。マクロデータでは明確な効果を確認できなかったが、次節の

ミクロ分析で改めて検証する。 

 
（3）健康（平均寿命）への影響 
 電力アクセス率の 3期ラグ係数は 0.031（p < 0.05）で有意に正の影響を示した。電力

は医療施設や家庭の照明・冷蔵設備の稼働を支え、生活衛生や医療サービスの質を向上さ
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せることで健康水準を高める。短期的効果はみられないが、持続的な電化進展が長期的な

健康改善に寄与している。 

 
（4）総合的考察 
 全体として、電力アクセスの拡大は短期的には家計消費を抑制するが、中期的には所

得・教育・健康のいずれにも正の影響を及ぼす。効果は即時的ではなく、2〜3年の時差を

もって顕在化する傾向がみられる。なお、ラグを含まない固定効果モデル（L0 のみ）では

平均寿命を除き有意な効果は得られなかったが、係数の符号は概ね一致しており、分布ラ

グ仕様によって電化の時間的影響をより的確に捉えられることが確認された。 

第２節 分析Ⅱ：電力アクセスが所得に与える

影響の PSM-DID 分析 

第１項 分析の概要  

 本節では、電力アクセスが世帯の福祉に与える影響を因果的に推定することを目的とす

る。従来の観察データを用いた推計では、電化世帯と未電化世帯の間に存在する選択バイ

アスを十分に考慮できない可能性がある。そのため、本研究では、傾向スコア・マッチン

グ（Propensity Score Matching: PSM）17と段階的導入を考慮した差の差分析（Staggered 

Difference-in-Differences: Staggered DID）を組み合わせることで18、また、本分析を

補完するために傾向スコア回帰（PS回帰）も実施した。詳細な推定結果については付録

A-1、A-2 および A-3 に示す。 

 本研究においては、まず電化群と未電化群の世帯が持つ属性に基づいて傾向スコアを推

定し、Kernel Matching 法を用いてマッチングを行う。その後、マッチング後のサンプル

に対して Staggered DID を適用し、電化前後のアウトカムの変化を比較する。 

 基本的な推定式は以下の通りである。 

 
𝑌7" = 𝛼 + 𝛽(𝑇𝑟𝑒𝑎𝑡𝑒𝑑7 × 𝑃𝑜𝑠𝑡") + 𝛾6𝑋7" + 𝜀7" 

 ここで、𝑌8"は世帯ℎのアウトカム（家計支出）を示し、𝑇𝑟𝑒𝑎𝑡𝑒𝑑7は電化世帯ダミー

、𝑃𝑜𝑠𝑡"は電化後を示すダミー変数である。係数𝛽は電化の平均処置効果（ATT: Average 

Treatment effect on the Treated）を表す。𝑋7"は統制変数、𝜀7"は誤差項である。 

第２項 データ 

 本節では、ケニアにおける家計・生活水準を把握するために、Kenya Integrated 

Household Budget Survey（KIHBS 2005/06, 2015/16）および Kenya Continuous 

Household Survey（KCHS 2020, 2021, 2022）を用いてデータを構築した。いずれの調査

 
17 PSM は、Rosenbaum and Rubin (1983) によって理論的に定式化された手法であり、処理群と対照群の観測可能な

属性に基づいて傾向スコアを推定し、類似したサンプル間で比較を可能にする。 

18 Heckman, Ichimura, and Todd (1997) による研究では、PSM と DIDを組み合わせることで、未観測の時間不変な

要因を統制しつつ、より厳密な因果推定が可能であることが示されている。 
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も Kenya National Bureau of Statistics (KNBS) により全国代表世帯を対象として実施

され、支出・教育・健康に関する包括的な情報を含む。本来は最新の KIHBS 2025/26 を利

用するのが望ましいが、現時点では未公開であるため、KCHS を補完的に活用することで近

年の動向を反映させる。調査目的や頻度に相違はあるものの、主要項目や変数定義は共通

しており、時系列比較は十分に可能である。ただし、厳密な意味でのパネルデータではな

いため、解釈に際しては限界を認識しつつ慎重に議論を行う。 

 被説明変数には、前章で理論的に定義した「貧困の三要素（所得・教育・健康）」に対

応する指標を採用した。しかしデータ不足のため、所得を表す変数を「大人一人当たり支

出」、教育を表す変数を「教育支出」とする。これらを式の推定に用いた。 

 主要な説明変数は電力アクセス率（農村部）であり、電力アクセス率の進展が家計支出

や教育に与える影響を測定する。 

変数の定義と記述統計量を表 6に示す。 

 

表 6 使用変数の記述統計量 

 
出典：KIHBS 2005/06, 2015/16および KCHS 2020-2022（KNBS）より筆者作成 

第３項 分析の結果・考察 

（１）支出の分析結果  

電力アクセスが所得（大人一人当たり支出）に与える因果効果を検証するため、傾向スコ

アマッチング（PSM）を実施し、処置群と対照群の共変量バランスを確認した。共変量バ

ランス検定の結果、マッチング後の標準化平均差は多くの変数で大幅に縮小し、選択バイ

アスの低減が統計的に裏付けられた。その詳細な結果については付録 A-3 に記述する。 
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 さらに、PSM-Staggered DID を適用した結果の表 7より、ATETは 0.306（標準誤差＝

0.021、p＜0.01）であり、電力アクセス導入後に所得が約 30.6％増加したことが示され

た。これらの結果から、電力アクセスは家計の経済的厚生を有意に改善していることが示

された。ATTおよび PSM-DID の推定値によると、電力導入後に所得は約 30％増加してお

り、これは電力アクセスが生産活動や情報取得を促進し、消費能力を高めたことを反映し

ている。所得の増加は、教育や生活の質向上への投資を可能にする基盤となる点で重要で

ある。 

 

表 7 電力アクセスと一人あたり支出に関する PSM-DID 分析結果 

 
（筆者作成） 

 

（２）教育支出への影響 

 電力アクセスが教育支出に与える因果効果を検証するため、まず傾向スコアマッチング

（PSM）を実施し、共変量のバランス改善を確認した。共変量バランス検定の結果、マッ

チング後の標準化平均差は多くの変数で大幅に縮小し、選択バイアスの低減が統計的に裏

付けられた。その詳細な結果については付録 A-4 に記述する。 

 

 さらに、時間的変化を考慮するため、PSM-DID を適用した結果の表 8 より、ATETは

0.490（標準誤差＝0.087、p＜0.01）であり、電力アクセス導入後に教育支出が約 49％増

加したことが示された。 

 

表 8 電力アクセスと一人当たり教育支出に関する PSM-DID 分析結果 

 
（筆者作成） 

 

 教育支出に対する電力アクセスの有意な効果が確認されたことは、家計が教育に対して

より多くの資源を投入する傾向を示している。しかし、教育投資の増加が必ずしも学習機

会の拡大や教育成果の改善に直結するとは限らない。特に農村部では、教育支出の増加が

学校在籍率や出席率の向上にどの程度反映されるかを検証することが重要である。 

 このため、次の補完的分析では、電力アクセスが学校在籍率に与える影響を検討する。

学校在籍率は教育の実質的なアクセスを示す指標であり、教育支出の増加が実際に子ども

の就学行動に結びついているかを確認することで、電力アクセスの教育分野における社会

的効果をより包括的に評価できる。 
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第３節 分析Ⅲ：電力アクセスが教育に与える

影響のロジット分析 

第１項 分析の概要 

 本節では、先行する PSM-DID 分析を補完し、電力アクセスと教育との関係をより精緻に

把握するため、ロジスティック回帰分析（Logistic regression）を実施した。特に、ロ

ジットモデルの係数を直接解釈することが困難であるため、各説明変数が在学の有無に与

える影響度を直感的に把握できるよう、限界効果を推定した。学齢期（6〜17歳）におけ

る効果の異質性を検証するため、全体、学齢期（6〜17歳）、非学齢期（18歳以上）の三

群に分けて推定した。 

 被説明変数は在学の有無で、1＝在学、0＝非在学の二値変数である。主要説明変数は電

力アクセスの有無（1＝アクセスあり）である。統制変数は先行研究を参考に設定した。

人口統計的要因として個人属性と地域特性を考慮し、さらに家計要因を統制するため、家

計規模、大人一人当たり総支出、大人一人当たり教育支出を導入した。また、衛生施設が

教育成果に影響することを指摘した研究（Alam et al., 2025）を踏まえ、トイレの有無

を変数に含めた。 

 本分析のロジスティック回帰モデルは次式で表される。 

 
𝑙𝑜𝑔𝑖𝑡[Pr(𝑆𝑐ℎ𝑜𝑜𝑙9 = 1)] = 𝛽* + 𝛽%𝐸𝑙𝑒𝑐9 + 𝛾6𝑍9 + 𝜀9 

 
 ここで𝑖は個人、被説明変数𝑙𝑜𝑔𝑖𝑡[Pr(𝑆𝑐ℎ𝑜𝑜𝑙3 = 1)]は生徒sが在学している確率を示す。

𝛽*は定数項、𝛽%は電力アクセスの係数、𝛾6は統制変数ベクトル𝑍9に対応する係数ベクト

ル、𝜀9は誤差項である。データは PSM-DID 分析と同一のものを用いた。𝑍9は世帯人数、農

村ダミー、世帯主の性別、年齢区分（24歳以下、25〜50歳、51歳以上）、大人一人当た

り支出、教育支出、トイレの有無が含まれる。 

第２項 分析の結果・考察 

 分析の結果を表 9に示す。 
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表 9 ロジスティック回帰モデルの結果（限界効果） 

 
（筆者作成） 

 

 主要変数である電力アクセスは全体と学齢期グループにおいて有意に正であった。これ

は、電力にアクセスできる世帯にいる人ほど学校に在籍している確率が高いことを示す。

特に学齢期グループではこの傾向がより顕著であり、確率の上昇幅が 1.82%ポイントと最

も大きく、電力アクセスが教育機会の拡大に寄与していることが確認された。一方、非学
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齢期グループでは係数は正ではあるものの有意ではなく、教育活動への直接的影響より

も、家庭環境の改善を通じた間接的効果の可能性が考えられる。総支出は学齢期でのみ有

意に正であり、生活水準の向上が就学を促進することが考えられる。教育支出は有意に正

であり、家計の教育投資が在学確率を高めることを裏付けた。 

 以上の結果から、電力アクセスは児童の教育参加を最も強く促進する要因の一つである

ことが明らかになった。特に学齢期におけるその効果は顕著であり、夜間学習環境の改善

や情報アクセスの拡大を通じて在学継続を促進すると考えられる。さらに、教育支出や衛

生環境の整備といった要素も正の影響を及ぼす一方、世帯規模などの要因は教育参加を抑

制する方向に働いている。これらの結果は、電力アクセスが教育機会の拡大において極め

て重要な役割を果たしていることを裏付けている。 

 前節の PSM-DID 分析では、電力アクセスが一人当たり教育支出を約 49％有意に増加させ

ることが示されたものの、教育支出はあくまで教育投資の代理指標であり、実際の在学へ

の波及を直接的に把握することはできなかった。これに対し、本節のロジット分析（表

15）は、その教育支出の増加が実際の在学に結びついているかを検証したものであり、学

齢期児童の在学を 1.82％ポイント押し上げるという有意な効果を確認した。すなわち、電

力アクセスは教育への投資意欲を高めるだけでなく、実際の在学行動を促す段階へ波及し

ていることが明らかになった。 

第 4 節 分析Ⅳ：電力アクセスが所得階層ごと

に与える影響の RIF-DID 分析 

第１項 分析の概要 

 分析Ⅱでは、電化が平均的な家計支出および教育投資を有意に押し上げることを実証し

たが、その効果は世帯の所得階層によって異なる可能性がある。そこで、本節では電力ア

クセスの効果が家計支出に与える影響の分布を明らかにし、どの所得階層でより顕著に効

果が表れるのかを検証する。 
 手法には RIF回帰を staggered-DID の枠組みと組み合わせ、無条件分位点（10・25・

50・75・90 パーセンタイル）における電化の因果効果（ATT）を推定する。 
 まず、地域クラスター単位で年次の電化率の平均を算出し、電化率が 0.5を初めて上回

った年をそのクラスターの処置年 Gと定義した。これにより、クラスターごとに電化導入

のタイミングが特定され、段階的導入 DID の推定が可能となる。手法の詳細は付録 A-4 に

示す。 
 推定は「まだ処置を受けていない」群を対照群として行い、各分位点における ATTと

95％信頼区間を算出した。 

第２項 データ 

 分析Ⅱ・Ⅲと同様に、KIHBS（2005/06, 2015/16）および KCHS（2020, 2021, 2022）を

統合したパネルデータを用いた。被説明変数は大人 1人当たり消費支出の対数値であり、

世帯の生活水準を示す主要な貧困指標である。主要統制として、教育支出の対数、世帯人

数、世帯主属性（性別・年齢・年齢²）、住宅・生活環境（水汲み回数、薪使用、藁屋
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根、土床、一部屋、トイレ施設）、および農村ダミーを用いる。これらは、家計の貧困や

住宅の耐久性を左右する要因などであり、Bridge(2017)に基づいて家計の所得機会や居住

環境を統制する目的で選定した。表 10 に使用変数の記述統計量を示す。 

 

表 10 使用変数の記述統計量 

 
出典：KIHBS 2005/06, 2015/16および KCHS 2020-2022（KNBS）より筆者作成 

 

第３項 分析の結果・考察 

 推定結果を表 11 および図 5に示す。 

 

  



ISFJ2025 最終論文 
 

 

31 

 

表 11 電力アクセスと消費の分位点 

 
（筆者作成） 

 

図 5 電化の所得階層別効果（RIF-DID、 5分位） 

 
（筆者作成） 

 

 分位点が高くなるにつれて ATTが単調に減少しており、電力アクセスの効果が最貧層ほ

ど大きく、上位層ほど小さいことが明確に表れている。特に下位 20％では 1.67と高く、

上位 20％では 0.77にとどまる。これは、低所得層の支出をより強く押し上げることを示

唆している。 
 つまり、電力アクセスは単に平均的な支出を押し上げるだけでなく、分布全体をより平

等な方向に変化させる格差縮小効果の可能性をもつ。これは、低所得層が電力を得ること

で、照明・家内生産・教育活動・情報アクセスなどの基本的サービスを利用できるように

なり、生活の質が大きく改善されることを反映している。 
 一方で、上位層では効果が限定的であり、既に代替エネルギー源や安定収入を有する世

帯では、追加的利益が小さいと考えられる。この結果は、低所得層で電化の恩恵が最も大

きく表れることを裏づけており、電力アクセスの拡大が貧困削減に直結する政策手段であ
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ることを示している。限られた公共投資や資源の中で、どの所得層に重点的に資金を配分

すべきかを検討する際に、この結果は重要な政策的含意をもつ。 

第６章 実態調査 

第１節 フィールドワークによる電力アクセス

の効果の検証 

第１項 目的と位置づけ 

 本節は、前章の計量分析で示された電力アクセスの効果について、現地の実態を通じて

因果経路を検証する。所得・教育・健康に加えて、家計行動・費用構造に与える影響を比

較し、計量分析の傾向の背景を検証する。 

 本調査は、筆者らが「電力アクセスが家計の所得・教育・健康に与える影響を明らかに

したい」という研究テーマを提示したことをきっかけに、JICA ケニア事務所のご協力を受

け、無償資金協力「ナクル市及びその周辺並びにモンバサ市周辺配電設備整備計画」のプ

ロジェクト評価の一環として協働が実現したものである。調査は同事業の枠組みの下、

KPLCの支援を得て共同で実施された。JICA ではこれまで、配電設備整備の進捗や接続世

帯数などの成果を中心に評価を行ってきたが、電力アクセスが家計の経済状況や生活環境

に与える効果を把握する機会は限られていた。そのため、こうした従来の評価を補完し、

電力アクセスの波及効果をより多面的に検証する試みとして位置づけられる。 

 実施日は 2025 年 8月 29日・30 日、場所は Nyandarua郡 Kinangop地域（写真 4）。筆

者らが設定した基準19を KPLCが現地事情を踏まえて適用し、電化済み 4世帯・未電化 5 世

帯を抽出した。協議を重ねてアンケート用紙(付録 A-5)を作成し、半構造化インタビュー

の形式で行った。この他にも、ケニア関連の企業訪問や、滞在中に、電力アクセスの効果

に関するインタビューを行ったので、以下では、その成果も踏まえて議論を展開する。 

 

  

 
19 (1)大規模土地保有世帯の除外、(2)同程度の経済水準の地域、(3)子どものいる世帯、(4)平均または平均以下の

経済状況 
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写真 4 Nyandarua郡 Kinangop地域の位置 

 
出典：筆者作成（Google Mapより） 

第２項 現地調査の結果と主要な知見 

 本調査では、電化済み世帯と未電化世帯の間で照明手段・エネルギー支出構造・教育環

境・健康に明確な差異が観察された。全世帯の結果は表 12 に示し、代表的な事例を踏ま

えつつ主要な知見を整理する。
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表 12 現地調査の結果（筆者作成） 

項目 世帯 A 世帯 B 世帯 C 世帯 D 世帯 E 世帯 F 世帯 G 世帯 H 世帯 I 

村 Gathawbi Kariahu 
Upper 

Mbaruk 
Wakahel Mbirithi Jambini Mawingu Bignano Bignano 

電化状況 未電化 未電化 未電化 未電化 未電化 電化 電化 電化 電化 

世帯人数 11 8 4 8 12 8 2 5 8 

子ども数 2 1 1 2 0 6 0 3 7 

職業 

農業 

(キャベツ

等) 

農業 

(キャベツ等) 

オートバ

イ修理＋

農業 

農業 

（じゃがい

も） 

農業 

（トウモロコ

シ等） 

農業 

（キャベ

ツ等） 

農業 

（トウモロ

コシ等） 

商業＋農業 

（野菜販売） 

農業 

（自家消費中

心） 

月収

（KES） 
1667 1833 30000 10000 4000 6000 2000 10000 500 

農地面積 1 acre 3 acres - 2 acres 1/4 acre 1/2 acre 1/2 acre 1/8 acre 1/2 acre 

家畜 

牛 1・鶏

（ペッ

ト） 

牛 4・鶏 牛 1 牛 2・鶏・羊 牛 3・鶏 - 牛 2 - 牛 2・ヤギ 5 

照明手段 

ソーラ

ー・パラ

フィン 

ソーラー・パ

ラフィン・キ

ャンドル 

ソーラ

ー・キャ

ンドル 

ソーラー・パ

ラフィン・キ

ャンドル 

ソーラー・キ

ャンドル・パ

ラフィン 

電気 電気 電気 電気 

調理燃料 薪 薪（屋内） 炭・薪 薪 薪・ガス - 薪・炭 薪・ガス - 
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電気代/月

（KES） 

（前→後） 

2000〜

3000 

60KES/日（18

ヶ月 PAYG） 
- - - 

2000〜

3000→

1000 

200/月 1600→1000 500→200 

支払い制度 - 
14 日未払い

で停止 
- 

修理不可・再

支払い 
- 

Last 

Mile接続 
- - - 

導入年 - - - - - 2019 2020 2020 2019 

教育への影

響 

暗くて宿

題ができ

ず体罰あ

り 

子どもは寄

宿・教育影響

少 

- - - - - 
出席率・成績

向上 

オンライン授

業・宿題容易 

健康・生活

の変化 
特になし 薪煙害リスク 特になし 特になし 特になし 

生活利便

性向上 

夜更かし・

生活時間変

化 

健康・衛生改

善 

生活利便性・

健康改善 

生活行動の

変化 

早寝（19

時頃） 
照明制限あり 

音楽・TV

で幸福感

↑ 

7〜9時就寝 特になし 

家事・学

習時間拡

大 

夜間活動増

加 

夜間照明で生

活拡張 

夜間活動・家

事効率化 

主な用途 
照明・テ

レビ 
照明・テレビ 

テレビ・

ラジオ 
照明 照明・テレビ 

照明・テ

レビなど 

照明・テレ

ビ・ラジ

オ・アイロ

ン 

照明・TV・温

水シャワー・

アイロン 

照明・TV・ラ

ジオ 

備考 

ソーラー

停止・不

安定 

PAYGで未払

い停止 

安定収入

あり 

ソーラー故障

リスク 
子ども独立済 安定供給 

停電時キャ

ンドル 

ソーラー故障

経験あり 

停電少なく安

定 
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（１）未電化世帯の特徴 

 未電化世帯では、照明をソーラーランタン、キャンドル、パラフィンランプなどに依存

する(写真 5, 写真 6)。これらは照度・安定性が低く、夜間の学習活動を著しく制限し、

Gathawbi 村の世帯 A では「暗くて宿題ができず、課題未提出による体罰がある」と報告さ

れた。また、呼吸器官などへの悪影響なども報告された。 

 

写真 5 未電化世帯の照明手段：ソーラ

ーランタン 

 
出典：筆者撮影（2025 年 8月 29日、 

Nyandarua 県 Kinangop地域 Gathawbi

村） 

写真 6 未電化世帯の照明手段：キャン

ドル 

 
出典：筆者撮影（2025 年 8月 29日、 

Nyandarua 県 Kinangop地域 Gathawbi 村) 

 

 さらに、Kariahu 村の世帯 Bでは、写真 7のようなソーラーパネルを Pay-as-you-go方

式20（60KES21/日を 18 か月払い22）で利用していたが、14 日間未払いで停止される仕組み

であり、電力アクセスの持続性の脆弱さが課題となっていた。 

 

  

 
20 分割前払い方式。モバイルマネーを活用したオフグリッド太陽光の支払い方式として普及。 
21 日本円で約 68円。 
22 1800KES(約 2043円)/月、x32400KES(約 36774円)/18ヶ月となると、前述の世帯収入に占める割合が大きく、家計

にとって大きな負担となることがわかる。 
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写真 7 未電化世帯の屋根に設置されたソーラーパネル 

 
出典：筆者撮影（2025 年 8月 29日、Nyandarua 県 Kinangop地域 Wakahel 村） 

 

（２）電化済み世帯の特徴 

 一方、電化済み世帯では、支出効率・教育・健康の複合的改善が観察された。 

 Bignano 村の世帯 Hでは、2000年のアクセス以前はキャンドル４本／日に月 1,600Ksh

を費やしていたが、アクセス後は電気代が月 1,000Kshに減少した。電気はテレビ・アイ

ロン・温水シャワーなどに利用され、家事・学習時間の双方を拡張し、子どもの出席率や

成績の向上が確認された。 

 同村の世帯 I でも、2019年のグリッド接続以降にソーラー依存から切り替え、エネルギ

ー支出が月 500Kshから 200Kshに減少した。停電は稀で、オンライン授業や宿題が可能と

なり、学習時間・集中度が向上したという報告が得られた。こうした知見は、定量分析で

確認された「電力アクセス→教育成果・教育投資額の向上→人的資本形成」のメカニズム

を生活実態レベルで裏付ける証拠といえる。 

 今回の現地調査では直接所得の増加に言及した世帯はなかったが、ケニア西部の

Laikipia 県出身で養鶏を営んでおり、2008年に世帯が電力にアクセスした KenGenのスタ

ッフは、電力アクセスにより経済活動が大きく変化したという。卵を温める機械が使用可

能となり、効率性が向上し、雇用主となり、規模が拡大した。このように、所得に直接影

響を与える場合もある。 

第２節 計量分析との統合的考察 
 本節では、計量分析で得られた結果を、Nyandarua郡 Kinangop地域におけるフィールド

ワークの知見と統合し、電力アクセスの効果とそのメカニズムを検討する。 

 まず、マクロ分析では電力アクセス率の所得の係数が短期的に負、中期的に正へと転

じ、初期の費用負担が一時的に家計消費を抑制する一方、時間の経過とともに生産性向上

などを通じて所得を押し上げることが確認された。この傾向は、ミクロ分析でもアクセス

後に所得が平均 30％程度増加するという結果として示された。現地調査でも、Bignano 村

の電化世帯ではキャンドル使用時の支出が電気代へと減少し、家計支出の効率化が観察さ
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れた。この事例は、短期的な負担を経て中期的に効率化へ転じるという定量結果の因果経

路を裏づけている。 

 教育面でも同様に、ミクロ分析では電力アクセスが教育支出を約 49％増加させ、就学率

を有意に押し上げる効果が確認された。フィールドワークでは、未電化世帯が暗い照明環

境のために宿題ができず、未提出による体罰を受けるケースが見られた一方、電化世帯で

は夜間学習やオンライン授業が可能となり、学習時間と集中度の向上が報告された。これ

らの観察は、電化が教育支出の増加を通じて学習機会を拡張し、人的資本形成を促進する

経路を示す。 

 健康面では、マクロ分析で平均寿命の 3期ラグ係数が有意に正であり、衛生環境や医療

アクセスを改善することが示された。現地でも、未電化世帯での薪調理や煙害、電化世帯

での温水シャワーや冷蔵設備の利用など、生活衛生の差異が明確に確認された。これらは

電化が健康改善を通じて長期的に福祉を高めることを裏づける。 

 以上を総合すると、電力は単なるエネルギー供給の拡大にとどまらず、所得・教育・健

康を通じた貧困削減の媒介的要因として機能していることが確認された。定量分析が示し

た係数の符号やタイミングは、現地の生活実態と高い整合性を持ち、電力アクセスの効果

が時間的に遅れて、行動・環境を経由して現れることを示している。今後の政策設計で

は、単なる接続数の拡大ではなく、アクセスの持続性と信頼性の確保が重要な課題とな

る。 

第７章 政策選定 

第１節 仮説 
 現状分析およびフィールドワークの結果、LMCP 等により農村部への電化率は一定の進展

を見せているものの、安定的かつ信頼できる電力供給が確保されていない現状が明らかと

なった。これらを踏まえ、貧困削減に向けて解決すべき主要な課題は以下の２点であると

考察する。 

 第一に、ソーラーパネル市場では、JICA 職員の証言にもあるように、製品の質の低さと

価格の高さが課題である。特に農村部では信頼性の高い機器が限られ、市場の独占構造に

よって価格が下がらない状況が続いている。その結果、電力アクセスの拡大がコスト面で

阻害され、世帯では質に見合わない高価格の粗悪なソーラーパネルが使用されている。 

 第二に、送配電ロスの側面でも深刻な問題が確認された。JICA 職員や KenGen 職員によ

ると、送配電ロスやピーク時の停電、熱負荷による漏電が頻発しており、送配電網の運用

が十分に機能していないという。筆者らがナイロビ滞在中に経験した停電や、農村住民か

らの「停電は日常的に起こる」との証言も、この問題の実態を裏付けている。 

 これらの事実は、電力アクセスを「tier1」（基礎的電化）レベルで評価するだけでは

不十分であり、電力供給の信頼性と持続性こそが貧困削減に不可欠であることを示してい

る。 

 したがって、本稿では次の２つの仮説を提示する。 

 

(A)ソーラーパネル市場の独占を防ぎ競争を促すことで、導入コストを低減し、電力アク

セス率を向上させることができるのではないか。 
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(B)送配電ロスを抑制することで、電力の安定供給を実現し、真の貧困削減に繋がるので

はないか。 

 

 これらの仮説を検証するため、次節以降では、それぞれの課題に対応し得る政策として、

(Ⅰ)RMF政策（Risk Mitigation Facility、リスク緩和ファシリティ政策）、(Ⅱ)TOU 制度

（Time-of -Use、時間帯別料金制度）の２つを取り上げ、その有効性と実現可能性を検討

していく。 

第２節 政策選定分析（固定効果モデル） 

第１項 分析概要 

 本節では、SSA 諸国における電力アクセス拡大を左右する政策的要因を固定効果モデル

により明らかにする。分析枠組みは Nagayama(2022)を参考に、固定効果モデルを採用し、

独自の説明変数も追加した。推定モデルは次式で表される。 

𝑌!" = 𝛽* + 𝛽%𝑃𝑜𝑙𝑖𝑐𝑦 + 𝛽: ln(𝐺𝐷𝑃!") +L𝛽3

;

	354

𝑋3,!" + 𝜇! + 𝜆" + 𝜀!" 

 
 ここで、𝑌!"は国𝑐、年𝑡における被説明変数で、それぞれ(1)電力アクセス率 (2)エネルギ

ー効率を用いる。𝑃𝑜𝑙𝑖𝑐𝑦は政策ダミー変数で、(1)RMF 政策 (2)TOU 制度の導入ダミーであ

る。ln(𝐺𝐷𝑃!")は一人当たり GDP の対数値であり、各国の経済発展水準を統制するために導

入した。係数𝛽4〜𝛽;は、各統制変数𝑋3,!"に対応する推定パラメータを示す。𝜇!は国固定効

果、𝜆"は年固定効果、𝜀!"は誤差項である。 

第２項 データ 

 RISEデータおよび WDIデータから、2013-2022年の国別パネルデータを構築した。WDIデ

ータはマクロ経済・社会インフラの基礎的指標を網羅しており、電力アクセスの経済的・

構造的背景を統制するために利用した。 

 

（Ⅰ）RMF政策 

表 13 に使用変数の記述統計量を示す。 
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表	13使用変数の記述統計量	

 
出典：WDI、RISEより筆者作成  

 

(Ⅱ)TOU 制度 

 表 14 に使用変数の記述統計量を示す。 

 

表 14 使用変数の記述統計量	

 
出典：WDI、RISEより筆者作成  
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第３項 分析の結果・考察 

(Ⅰ)RMF政策 

 表 15に推定結果を示す。 

 

表 15 RMF政策が電力アクセス率に与える影響（固定効果モデル, SSA 21 カ国）	

	
（筆者作成）      

 

RMF政策導入が電力アクセス率に対して、13.60（p < 0.01）で有意に正の影響を示した。

よって、RMF政策の効果に焦点を当てていく。 

 

(Ⅱ)TOU 制度 

 表 16に推定結果を示す。 
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表	16 TOU制度が送配電ロスに与える影響（固定効果モデル,	SSA	13 カ国）	

 
（筆者作成） 

 

 推計結果より、TOU 制度は送配電ロスの低減に有意な効果を示さなかった。本分析の範

囲では TOU 制度が送配電ロスを有意に抑制するという仮説は支持されなかった。しかし、

TOU 制度は需要側の行動変化や電力利用効率の改善を通じて、中長期的には電力効率化に

寄与する可能性を持つ制度である。そのため、短期的な固定効果モデルでは捉えきれない

政策効果を検証するため、次節では合成コントロール法を用いて定量的な再検証を行う。 

第３節 政策介入の動学的効果分析（合成コン

トロール法） 
 第４節、第５節では、制度導入が農村部の電力アクセス率、送配電ロス率に与える影響

を厳密に評価するため、合成コントロール法（Synthetic Control Method: SCM）23を適用

する。データは第２節と同じものを用いる。分析手法については付録 A-6に記述する。農

 
23 SCM は、従来の Difference-in-Differences（DiD）モデルを一般化した手法であり、未観測の要因が時間とともに

変化することを許容する点で、政策評価において高い有効性を持つ。 
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村部電力アクセス率に対する RMF 制度導入の影響、ならびに TOU 制度導入による送配電ロ

ス率改善への影響を定性的・定量的に評価する。  

第４節 RMF 政策 

第１項 政策の概要 

 RMF 政策とは、政府および国際金融機関が共同で民間投資のリスクを部分的に保証・補

償する仕組みである。 再生可能エネルギーや送配電事業など、初期投資が大きく長期的な

収益回収を要する分野では、契約不履行や為替変動、政治的不安定性などのリスクが高く、

民間企業の参入を阻む要因となっている。RMF 政策はこうしたリスクを軽減することで、

投資環境を改善し、民間資本の流入を促進することを目的とする。 

 世界銀行やアフリカ開発銀行による金融支援を活用し、契約不履行や為替損失などの投

資リスクを補償する仕組みを設計することで、民間資本の参入を促すことが可能となる。 

 比較事例として、ルワンダでは 2017 年以降、ミニグリッドや再生可能エネルギーIPP 向

けの RMF 政策を整備した。政府が電力購入者の債務を部分保証する二重構造を構築した結

果、民間資金の流入が進み、電源開発が加速した。実際、RMF 政策の導入後、農村電化率

は 2016 年の 25％から 2023 年には 74％へと大幅に上昇したと報告されている。この成功

は、政策的リスクの低減が民間投資を促進し、電力アクセス率向上に直結することを示し

ている。 

 したがってケニアにおいても、政府保証と国際機関保証を組み合わせた RMF 政策の導入

により、再エネ投資の信頼性向上と資金動員の拡大が期待される。特にミニグリッド事業

者や地方電化プロジェクトに対して同様の枠組みを適用することで、民間主導の農村電化

促進が現実的な政策手段となり得る。 

第２項 RMF 政策の効果推定 

 図 6 は、合成コントロール法による推定結果を示している。青線はルワンダの農村電化

率、赤線は合成ルワンダの反事実的推定値である。処置前（2012〜2015 年）において両者

の推移は十分に一致しておらず、処置期間前のフィットは限定的である。このため、推定

結果の解釈には注意が必要である。 

それでも、2016 年の RMF 政策導入後、両者の乖離が拡大していることから、制度導入が農

村電化率に肯定的な影響を与えた可能性が示唆される。ただし、グラフの重なりのみでは

因果効果の統計的な裏付けに乏しいため、次にプラセボテストおよび正確 p 値を用いた仮

説検定を行う。 
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図	6 農村部電力アクセス率の推移 

 
（筆者作成） 

 
 図 7はプラセボテストの結果を示しており、2015 年以降、ルワンダの乖離度が他国に比

べて比較的増加していることが確認できる。この乖離は政策導入後の影響を視覚的に裏付

けるものであり、介入効果の持続性を示唆している。 
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図	7 プラセボテスト(黒線：ルワンダ） 

 
（筆者作成） 

 

  
 図 8 は、処置前後の MSPE 比をヒストグラムとして示している。横軸は MSPE 比、縦軸は

頻度である。ルワンダの MSPE 比は約 19であり、他の 25カ国の MSPE 比はほとんど 5 以下

に集中している。この結果、正確 p値は 0.04 であり、有意水準 5％を下回るため、制度導

入の効果は統計的に有意と解釈できる（Abadie et al., 2010）。 

 以上の結果から、RMF 政策は投資リスクの低減を通じて民間事業者の参入を促進し、電

力アクセスの拡大に寄与した可能性が高い。なお、プラセボの実施に際しては処置前に実

際 の結果変数の値と合成コントロールの結果変数の値が大きな乖離を示した国を除いてい

る。	
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図	8 MSPE 比率の推定結果 

 
（筆者作成） 

第５節 TOU 制度 

第１項 制度の概要 

 TOU 制度とは、電力の供給コストや系統負荷の変動に応じ、時間帯ごとに異なる料金を

設定する制度である。ピーク時には料金を高く、夜間や週末など需要が少ない時間帯には

低く設定し、利用者が使用時間を分散させることで、需要の平準化と系統の効率向上を図

る。 

 この制度は、ピーク抑制により発電・送配電設備への負荷を軽減し、再エネを有効活用

しながら、電力コスト全体の抑制と持続的な供給を実現することを目的とする。そのため

TOU 制度は、電力アクセスが一定程度進んだ国で、既存の供給網をより安定的かつ効率的

に運用するための主要な政策手段とされる。ケニアにおいても、電力利用の質を高め、送

配電ロス削減や再エネ活用を促す制度として期待されている。 

 比較事例として、ルワンダでは 2016 年に規制当局と公的電力事業体が時間帯別料金制度

を明文化し、翌年から運用を開始した。需要の高い・中間・低い時間帯に分けた三区分を

導入したことで料金体系の透明性が高まり、需要側管理の基盤が整備された。さらに、多

くの家庭で事前支払い式メーターが普及しており、時間帯別料金の運用を支える環境が早

期に整っていた。こうした制度整備は、再エネの活用と負荷平準化を両立させる基盤とな

った。 

 また南アフリカでは、家庭を含む幅広い利用者に TOU 制度が適用されている。電力公社

Eskom は住宅向けにもピークとオフピークの料金差を設け、消費者が使用時間を調整でき

る仕組みを導入した。その結果、家庭のピーク需要が平均約 4〜5％減少し、送配電設備の

稼働率が向上、電力供給の安定化と料金抑制にも寄与している。 
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 したがって、ケニアでも、ルワンダのような制度の早期整備と、南アフリカのような家

庭部門への段階的拡大を組み合わせることで、電力利用の効率化と再エネ活用の最大化を

実現できると考えられる。 

第２項 TOU 制度の効果推定 

 図 9 は、合成コントロール法による推定結果を示している。青線はルワンダの送配電ロ

ス率、赤線は合成ルワンダの反事実的推定値である。処置前（2012〜2016 年）において両

者は概ね類似した推移を示しているが、2017 年の TOU 制度導入後、両者は乖離し始める。

この乖離は、制度導入が送配電ロス率に肯定的な影響を与えた可能性を示唆する。ただし、

グラフの重なりのみでは、合成コントロールが反事実を適切に表しているかの統計的根拠

に乏しい。そこで次に、プラセボテストと正確 p値を用いた仮説検定を行う。 

 

図	9 送配電ロス率の推移	

 
(筆者作成) 

 

 図 10 はプラセボテストの結果を示している。2017 年以降、ルワンダ（黒線）の Gap は

ゼロ付近から負の方向に乖離し、他国と比較して顕著な低下を示している。この結果は、

TOU 制度導入後に送配電ロス率が改善した可能性を視覚的に裏付けるものである。 
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図	10 プラセボテスト(黒線：ルワンダ）	

 
(筆者作成) 

  

 図 11 は、処置前後の MSPE 比をヒストグラムとして示している。横軸は MSPE 比、縦軸は

頻度である。ルワンダの MSPE 比は約 6であり、他の 12 カ国の MSPE 比はほとんど 5以下に

集中している。この結果、正確p値は0.07となり、有意水準 10％を下回るため、制度導入

の効果は統計的に有意と解釈できる（Abadie et al., 2010）。以上の結果から、TOU 制度

導入は送配電ロス率の改善に一定の効果をもたらした可能性がある。なお、プラセボテス

トの実施に際しては、処置前に実際の結果変数と合成コントロールの値が大きく乖離して

いた国を除外している。 
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図	11 MSPE比率の推定結果	

 
(筆者作成) 

 

第８章 政策提言 

第１節 政策提言の方向性 

 本稿では、ケニア農村世帯を対象に、電力アクセスが貧困削減に及ぼす効果をマクロ・

ミクロ両面から検証した。分析の結果、電力アクセスは所得や教育、健康といった生活成

果を改善させる一方で、その効果はアクセスの「有無」よりも、供給の「質」や「継続的

な利用可能性」に強く依存することが示唆された。 

 これらの結果を踏まえ、本研究はケニアにおける電力アクセスの拡大とその持続的改善

を実現するため、二段階の政策を提言する。第 1段階では、農村部における初期投資リス

クを軽減し、民間参入を促す RMF 制度により、電力アクセス率の向上を図る。第 2段階で

は、アクセスが一定程度進展した後に、TOU 制度を導入することで、需要をオフピークへ

誘導し、送配電ロスの緩和や電力料金負担の軽減、再生可能エネルギーの有効利用を促進

する。 

 このように、第一段階で「アクセス拡大」、第二段階で「効率的・持続的」に使う仕組

みを整えることが、ケニアの電力アクセスを持続的に発展させ、安定的かつ包摂的な利用

を実現するために重要である。図 12 にそのフレームを示す。 
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図	12 政策形成フレーム 

 
（筆者作成） 

第２節 提言Ⅰ：民間投資促進のための RMF 政

策 

第１項 ケニアでの RMF 政策導入の枠組み 

【提言対象】 

 再生可能エネルギー投資の促進および制度設計を担う主要機関であるエネルギー・石油

規制庁（EPRA）、ケニア電力公社（KPLC）、エネルギー省 

【提言理由】 

 ケニアでは、発電事業の多くを民間 IPPが担っている一方で、支払い遅延や為替変動リ

スク、政策変更リスクが依然として投資抑制要因となっている。特に、送配電を独占する

KPLCの財務不安や契約履行の遅延は、投資家のリスク認識を高める要因となっており、制

度的な信用補完メカニズムの欠如が問題となっている。このため、民間事業者が安心して

参入できる投資環境の整備が急務である。 

【提言内容】 

 ケニア政府は、世界銀行の「Risk Mitigation Facility（RMF）」やアフリカ開発銀行

（AfDB）の「Sustainable Energy Fund for Africa（SEFA）」を活用し、部分的リスク保

証（Partial Risk Guarantee: PRG）制度を導入することが望ましい。具体的には、為替



ISFJ2025 最終論文 
 

 

51 

 

変動リスク、契約不履行リスク、初期損失リスクに対応する保証枠組みを財務省および

EPRA の主導で構築し、政府または国際機関がオフテイカー（KPLC）の支払い義務を保証す

る形で制度化する。 

 制度設計にあたっては、ルワンダ政府の RMF政策導入事例を参考に、国際開発協会

（IDA）との共同融資・保証契約を組み合わせることで、投資促進と電力アクセス拡大の

両立を図ることができる。また、導入後は保証条件や申請手続きの透明化、モニタリング

指標の設定を通じて制度の信頼性を高めることが重要である。 

【期待される効果】 

 実証分析の結果、制度導入により農村電化率が最大で約 24ポイント改善することが明

らかになった。また、導入後 5期目から 7期目にかけては 21～24ポイントの改善が観察

され、制度が農村電化率に対して実質的な影響を及ぼした可能性が示唆される。 

 政府および国際機関による保証により、民間事業者の資金調達コストが低下し、再生可

能エネルギー案件への投資が拡大すると考えられる。さらに、オフテイカーである KPLC

の信用不安が解消されることで、IPPとの電力購入契約の締結が円滑化し、発電容量およ

び電化率の向上が見込まれる。 

 加えて、再エネ事業の採算性が改善することで、農村部における分散型電源（ミニグリ

ッド・ソーラー等）の普及が進むと期待される。ルワンダの事例を基準とすれば、ケニア

においても同様の仕組みを導入することで、農村電化率が約 15〜20ポイント上昇する潜

在的効果が見込まれる。 

第２項 実現可能性・限界 

 ケニアには、現時点で RMF政策のような包括的な保証スキームが存在していない。その

ため、制度導入にあたっては、国際機関との協議を通じた制度設計や、政府財政負担との

調整が不可欠となる。 

 また、政府保証の過度な利用は財政リスクを伴うため、保証の範囲を限定し、対象を優

先地域や再生可能エネルギー案件に重点化することが望ましい。これにより、限られた財

政資源の効率的な活用と政策の持続可能性を両立させることができる。 

 さらに、KPLCの財務状況や制度運用能力の改善と並行することで、保証制度全体の安定

性と信頼性を高めることができると考えられる。 

 ただし、ルワンダと比較すると、ケニアでは国営電力会社の規模が大きく、債務負担も

重い。このため、制度の初期段階では、全国的な展開ではなく、限定的な地域や特定案件

での試験的導入から段階的に拡張していくことが現実的である。 

第３節 提言Ⅱ：電力負荷平準化のための TOU

制度 
  



ISFJ2025 最終論文 
 

 

52 

 

第１項 ケニアでの TOU 制度拡大の枠組み 

 

【提言対象】 

 再生可能エネルギー投資の促進および制度設計を担う主要機関であるエネルギー・石油

規制庁（EPRA）、ケニア電力公社（KPLC）、エネルギー省 

【提言理由】 

 電力アクセスの拡大が進む一方で、ピーク時間帯の需要集中や送配電ロスの増大が課題

となっている。これに対処するため、2018年に商工業向けの TOU 制度が導入され、2023

年には EV 充電や中小企業向けにも拡大された。しかし、家庭や農業利用者への適用は限

定的であり、電化後の持続的利用には需要平準化を促す仕組みが不可欠である。 

【提言内容】 

 既存の TOU 制度を恒久化・全国化し、一般家庭や農業利用者にも段階的に拡大する。料

金体系を時間帯別に明確化し、スマートメーターの普及を活用して、家庭部門にも希望者

が選択できる形で TOU契約を導入する。これにより、需要をオフピークへ誘導し、電力利

用の効率化と安定供給を両立させる。 

【期待される効果】 

 実証分析の結果、制度導入により送配電ロス率が最大で約 5.5 ポイント改善することが

明らかになった。また、導入後 5期目から 7期目にかけては 3～5.5 ポイントの改善が観

察され、制度が送配電ロス率に対して実質的な影響を及ぼした可能性が示唆される。 

 ピーク負荷の分散によって送配電ロスと発電コストを抑制し、停電リスクを軽減できる。

また、夜間電力の活用が進むことで、再生可能エネルギーの変動吸収や電力システムの安

定化が促進される。商工業向け試行では約 2,400 社が参加し、6.9 億ケニアシリングのコ

スト削減が確認されており、家庭・農業部門への拡大でも同様の効果が期待される。 

第２項 実現可能性・限界 

 ケニアではすでに商工業部門で TOUの効果が確認されており、スマートメーターの普及

が進む中で家庭部門への拡大も現実的である。今後、日本の ODA、JICA、民間企業はこれ

まで支援してきた送配電網整備に加え、スマートメーターや通信システムの導入といった

インフラ高度化にも焦点を当てた支援を強化すべきである。 

 日本企業の中では、東芝エネルギーシステムズや日立製作所、三菱電機などが、海外で

配電制御やメータリングシステムを整備した実績を持つ。こうした技術をケニアの電力制

度にも応用することで、制度運用の効率化に貢献できる可能性がある。 

 一方で、農村部では電力需要が小さく価格差への反応が限定的であり、通信環境の維持

コストも課題である。そのため、当面は都市・産業部門を中心に運用を安定させ、段階的

に拡大していく現実的アプローチが求められる。 

第４節 政策提言のまとめ 
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 本章では、ケニアの電力アクセス拡大とその持続的改善を目的として、二つの政策提言

を提示した。第一の政策である「民間投資促進のための RMF政策」は、為替変動リスクや

契約不履行リスクを軽減し、政府および国際機関による保証を通じて民間資本の参入を促

すものである。この政策は、電力インフラ投資における信用補完機能を強化し、農村部を

含む電力事業の拡大を実現する施策である。 
 第二の政策である「電力負荷平準化のための TOU 制度」は、需要をピーク時間帯からオ

フピークへ誘導し、電力供給の効率化と再生可能エネルギーの有効利用を促進するもので

ある。時間帯ごとの料金設定により、利用者は電気料金を節約できるだけでなく、送配電

網の負荷分散にも貢献し、安定供給の確保にも寄与する。 
 これら二つの政策は相互に補完的な関係にあり、RMF政策によって民間投資環境を整備

することで、TOU 制度の需給調整効果を安定的に発揮させることができる。すなわち、前

者が「電力アクセスを広げる基盤」を形成し、後者が「電力を効率的に使う仕組み」を整

えることで、短期的な需要平準化と中長期的な供給力拡大を同時に実現できる。 
 両政策の実施にあたっては、関連法規の整備、関係機関間の調整、国際機関との協働を

通じて制度設計を慎重に進める必要がある。また、政策効果のモニタリングや段階的な評

価を行い、財政リスクや地域間格差への影響を検証しながら、柔軟な運用を図ることが重

要である。 
 本稿の提言が、ケニアにおける電力アクセス格差の是正と、持続可能で包摂的なエネル

ギー政策の構築に資することを期待し、ここに政策提言のまとめとする。 

第 9 章 おわりに 
 本稿では、ケニアにおける電力アクセスの拡大が貧困に与える影響を、理論・実証・フ

ィールドワークの三側面から多角的に検証した。特に、電力アクセスが所得・教育・健康

の三側面を通じて貧困削減に寄与するという仮説を立て、マクロ・ミクロの双方から分析

を行った。 

 理論分析では、拡張ソロー・モデルに電力資本を導入し、政策が電力アクセスを介して

貧困を緩和する二段階メカニズムを提示した。実証分析では、SSA 48 か国のマクロパネル

データおよびケニア農村部のミクロデータを用い、電力アクセスの拡大が所得・教育・健

康の三側面において中長期的な改善効果をもたらすことを確認した。さらに、現地フィー

ルドワークを通じて、電力アクセスが生活時間や学習環境、健康行動に及ぼす具体的な変

化を明らかにした。これらの結果は、電力アクセスが単なるインフラ整備にとどまらず、

人々の生活の質を底上げする社会的基盤であることを示している。 

 また、政策分析では、RMF 制度や TOU 制度など、供給側の投資リスクを軽減しつつ需要

側の効率的な電力利用を促す制度が、ケニアの電力市場改革において重要な役割を果たす

ことを示した。特に、電力供給の安定性と利用効率の向上を同時に実現する制度設計は、

包摂的かつ持続可能な電力アクセスの拡大に向けて不可欠である。 

 本研究は、マクロ・ミクロ分析と現地調査を統合し、電力アクセスが貧困削減に及ぼす

効果を理論的・実証的に一貫して検証した点に意義を有する。今後は、電力供給の「質」

や信頼性を含めたデータ整備、ならびに電力アクセス改善がもたらす長期的な福祉効果の

検証が求められる。 
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 本稿が、ケニアをはじめとする開発途上国における、包摂的で持続可能なエネルギー政

策の形成に寄与することを期待して、結びとする。 
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付録 
A-1 傾向スコアマッチングの共変量バランス検定の結果(一人当たり支出) 

 表 A1 は、一人当たり支出に関する主要共変量のバランスチェック結果を示している。

たとえば、世帯人数の平均バイアスはマッチング前の−15.4％からマッチング後には−

1.7％に減少し、バイアス削減率は 89.2％であった。その他の変数においても同様にバイ

アスの縮小が確認され、マッチングの妥当性が統計的に支持された。 

 

表 A1 傾向スコアマッチング前後における共変量のバランスチェック結果（一人当たり

支出） 

 
（筆者作成） 

 

 表 A2 に示すように、マッチング後の平均バイアスは 20.4％から 1.5％に、中央値バイ

アスは 15.4％から 1.2％に改善された。さらに、B値は 72.4 から 4.2 へと大幅に減少し、

分散比（R値）も 0.72 から 1.17へと改善された。これらの結果は、マッチングが統計的

に妥当であることを示している。 
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表 A2 一人当たり支出に関する傾向スコアマッチング前後のマッチングの質の比較 

  
（筆者作成） 

 

 表 A3 は、一人当たり支出に対する電力アクセスの処置効果を示している。マッチング

前の平均差は 0.629（T値＝116.4）であったが、マッチング後の ATTは 0.435（T値＝

64.87）であり、統計的に有意な正の効果が確認された。これにより、電力アクセスが所

得に対して有意な影響を与えていることが示された。 

 

表 A3 一人当たり支出に対する電力アクセスの処置効果（マッチング前後の比較） 

 
（筆者作成） 

A-2 傾向スコアマッチングの共変量バランス検定の結果(教育支出) 

表 A4 は、大人一人当たり教育支出に関する主要共変量のバランスチェック結果を示して

いる。たとえば、世帯人数の平均バイアスはマッチング前の−15.4％から−10.1％に減少

し、バイアス削減率は 34.1％であった。薪使用の有無では、バイアスが−28.1％から−

6.8％に縮小し、削減率は 75.8％であった。その他の変数でも同様にバイアスの縮小が確

認され、マッチングの妥当性が統計的に支持された。 
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表 A4 傾向スコアマッチング前後における共変量のバランスチェック結果（教育投資） 

 
（筆者作成） 

 

 次に、表 A5に示すように、マッチング後の平均バイアスは 28.8％から 3.5％に、中央

値バイアスは 15.4％から 1.7％に改善された。さらに、B値は 104.0 から 13.8 へと大幅に

減少し、分散比（R値）も 0.57から 0.92 へと改善された。これらの結果は、マッチング

が統計的に妥当であることを示している。  
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表 A5 傾向スコアマッチング前後におけるマッチングの質の比較 

 
（筆者作成） 

 

 表 A6は、大人一人当たり教育支出に対する電力アクセスの処置効果を示している。マ

ッチング前の平均差は 1.037（T値＝44.25）であったが、マッチング後の ATTは 0.741（T

値＝25.49）であり、統計的に有意な正の効果が確認された。これにより、電力アクセス

が教育投資に対して有意な影響を与えていることが示された。 

 

表 A6 教育支出に対する電力アクセスの処置効果（マッチング前後の比較） 

 
（筆者作成） 

A-3 第５章分析Ⅱの PS 回帰によるロバストチェック  

第５章分析Ⅱの PSMDID 分析に加えて PS 回帰を行った。分析結果は以下の表 20 の通

りである。 

 
表 A7 電力アクセスと一人あたり支出に関する PS回帰結果 

 
（筆者作成） 

表 A7より、ATETは 0.284（標準誤差＝0.021、p＜0.01）であり、PSM-DID の結果と整合

的であった。これにより、分析結果の頑健性が確認された。 
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表 A8 電力アクセスと教育支出に関する PS回帰結果 

 

（筆者作成） 

表 A8 より、ATETは 0.471（標準誤差＝0.087、p＜0.01）であり、PSM-DID の結果と整合的

であった。これにより、分析結果の頑健性が確認された。 

A-4 RIF-DID 推定の手法詳細 

第５章第４節で用いた RIF に基づく分位点回帰の構築手順および推定式を以下に示す。 

 
（1）RIF変数の構築 
 家計支出の分布全体に対する電化の影響を把握するため、被説明変数である大人一人当

たり家計支出の自然対数から、各分位点 q∈{0.10,0.25,0.50,0.75,0.90}における分位値

Qqを算出した。 
 次に、家計支出の分布全体に対する電化の影響を把握するため、被説明変数である大人

一人当たり家計支出の自然対数から、各分位点 q∈{0.10,0.25,0.50,0.75,0.90}における

分位値 Qqを算出した。 

 さらに、当該分位点での確率密度	𝑓+(𝑄=)をカーネル密度推定によって求め、以下の式に

基づいて RIF（再中心化影響関数）変数 を生成した。 

 

𝑅𝐼𝐹=,7 = 𝑄= +
𝑞 − 1(𝑌7 ≤ 𝑄=)

	𝑓+(𝑄=)
 

 
 ここで、1(𝑌3 ≤ 𝑄=)は、観測値𝑌3が分位点𝑄=以下である場合に 1、そうでない場合に 0を

取る指示関数である。この式により、分位点ごとの「分布上の影響度」が算出され、従来

の平均値分析では把握できない所得分布全体への効果を推定する。 

 

（2）推定手法 
 得られた各分位点の RIFを被説明変数として、Doubly Robust Inverse Probability 

Weighting（DRIPW）法による推定を行った。 
  本手法は、処置割当モデル（電化導入の確率）とアウトカムモデル（RIF値）を同時に

推定することで、いずれかのモデルが正しく指定されていれば一致推定量を得られる二重

頑健性を有する。 
  具体的には、次の形で推定を行った。 

 
𝑅𝐼𝐹=,7" = 𝛼= + 𝛽=𝐷7" + 𝛾6𝑋7" + 𝜇7 + 𝜆" + 𝜀7" 
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 ここで、𝑅𝐼𝐹=,3"は世帯ℎの時点𝑡における分位点𝑞の RIF値、𝐷7"は電化導入ダミー（処置

変数）、𝑋7"は統制変数ベクトル（世帯属性・居住環境）を示す。𝜇7はクラスター固定効

果、𝜆"年固定効果、𝜀7"は誤差項であり、𝛽=が分位点𝑞における平均処置効果（ATT）を表

す。 
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A-5 フィールドワークで使用したアンケート用紙(聞き取り調査) 
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	A-	6 合成コントロール法の分析手法	

 合成コントロール法（Synthetic Control Method: SCM）は、単一の処置対象に対する

反実仮想を構築するための手法であり、Abadie & Gardeazabal (2003)によって初めて提

案された。彼らは、バスク地方におけるテロ活動の経済的影響を評価するために、処置を

受けていない複数の地域を加重平均することで「合成的なコントロール群」を構築し、因

果効果を推定した。 
 その後、Abadie et al. (2010)によって SCMは理論的に発展・整理され、前処置期間の

アウトカムと共変量を精密にマッチングすることで、より信頼性の高い反事実推定が可能

となった。SCMは、従来の Difference-in-Differences（DID）モデルとは異なり、並行ト

レンド仮定を必要とせず、未観測要因の時間変化を許容する点で、政策評価において特に

有効な手法である。 
 SCMの基本的な考え方は、処置群（単一ユニット）と類似した特徴を持つ複数のコント

ロール群を重み付き平均して「合成コントロール」を構築し、介入後のアウトカムとの差

を因果効果として推定することである。重みは、介入前の特徴量を最も近似するように選

ばれる。 
 本分析で用いる回帰式は、介入がなかった場合のアウトカムを表す因子モデルであり、

次のように記述される。 
 

𝑌?"@ = 𝛿" + 𝜃"𝑍? + 𝜆"𝜇? + 𝜀?" 

このモデルにおいて、𝑌?"@は地域𝑟における時点𝑡の反事実的なアウトカムを示す。式の構

成要素は、𝛿"が全地域に共通する時間変動要因、𝜃"𝑍8が観測可能な共変量の影響、𝜆"𝜇?が
未観測因子の時間変化と地域固有の負荷量を表し、𝜀?"はランダムな誤差項である。このモ

デルは、従来の Difference-in-Differences（DID）と異なり、未観測要因の時間変化を許

容するため、並行トレンド仮定を必要としない。 

合成コントロールは、ドナープールから選ばれた重み W=(𝑊:,…,	𝑊82%)によって構築さ

れる。重みは ∑ 𝑊8A2%
?5: =1 かつ 𝑊?≥0 という制約を満たし、介入前の特徴量を最も近似する

ように選ばれる。最適化問題は次のように表される。 

min
B

∥𝑋% − 𝑋*𝑊 ∥C 
 

ここで、𝑋%	は処置群の特徴量、𝑋*はコントロール群の特徴量行列、𝑉は変数の重要度を反

映する重み行列である。介入後の効果は、処置群の実際のアウトカムと合成コントロール

のアウトカムとの差として推定される。 

 

𝛼o%" = 𝑌%" −L𝑊?𝑌?"

A2%

?5:

 

 

この差が、政策や制度導入による因果効果を示す。 

 

 


